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１．概要 

1.1 目的 

   近年の発光ダイオード（Light Emitting Diode）（以下「LED」という）照明技術

の進展や灯具のコスト低減に伴い、照明コストや使用電力の節減などを目的として業

務用や家庭用の LED 照明の導入が急速に進んでいる。 

本 LED 道路・トンネル照明導入ガイドライン（案）（以下「ガイドライン（案）」

という。）は、LED 照明技術を道路・トンネル照明に適用する場合の基本的条件、照

明設計の手法、LED 照明灯具の技術仕様などを示すと共にライフサイクルコスト算

定や導入手法などの考え方を示すことで、道路・トンネルにおける適切な照明環境を

確保しつつ LED 照明技術の的確で円滑な導入を図り、道路・トンネル照明の省電力

化及び維持費の低減を目的とする。 

 

1.2 適用範囲 

本ガイドライン（案）は、国が管理する一般国道及び高速自動車国道の連続照明、

局部照明の一部（交差点照明及び横断歩道照明）及びトンネル照明を対象としている。 

本ガイドライン（案）は、平成 22 年 11 月に LED 道路･トンネル照明に関する実

証実験への参加者の公募及び技術に関する意見の募集を行い、平成 23 年 1～2 月に実

施した実証実験の結果などを基に取りまとめたものである。 

LED 道路・トンネル照明は各種道路条件の中で既存の高輝度放電ランプ（High 

Intensity Discharge lamp）（以下「HID ランプ」という）照明と同等の照明性能を

有することが確認されたが、車線数の多い一部の道路や高速自動車国道には応募が無

く、性能や技術的な適用性に関し確認が出来なかった。 

また、ライフサイクルコストの試算においては道路照明の設計条件タイプにより、

HID ランプより LED 照明の適用が優位な場合も見られた。 

本ガイドライン（案）は LED 道路･トンネル照明における照明性能の確保やライフ

サイクルコスト算定方法などの基本的な考え方を示すものであるが、取りまとめデー

タは実証実験応募者の提出資料を参考にしており、今後、LED 素子の性能向上や灯

具コストの低減などの可能性があるため、導入を検討する時点で適用道路条件、コス

ト等に関しての最新データによる確認を行う必要がある。 

なお、LED 照明技術やコストの動向を踏まえて本ガイドライン（案）の改訂を継

続して行う予定である。 
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２． LED 道路･トンネル照明設計基本条件 

2.1 設計条件タイプ 

本ガイドライン（案）において設定した代表的な設計条件タイプを表 2.1-1 に示す。 

なお、「道路照明施設設置基準」に定められた数値以外は「道路照明施設設置基準・

同解説」及び「電気通信施設設計要領・同解説（電気編）」に記載の数値を参考に本

ガイドラインに記載している。 

 

表 2.1 の局部照明のうち、交差点照明については「道路照明施設設置基準・同解説」

において、平均路面照度 20lx 程度、車両や歩行者等の交通量が少なく周辺環境が暗

い交差点においても、平均路面照度は 10lx 以上を確保することが望ましいとされて

いる。 

 

交差点が連続照明区間内に存在する場合は、交差点内を連続照明区間より明るくす

ることが望ましいとされているため、連続照明区間内の交差点を想定して、連続照明

1.0cd/mm2（15lx）の場合に交差点内平均路面照度 20lx、連続照明 0.7cd/mm2（10.5lx）

の場合に交差点内 15lx、連続照明 0.5cd/mm2（7.5lx）の場合に 10lx を設定している。 

また、横断歩道においても「道路照明施設設置基準・同解説」にて、歩行者の背景

を照明する方式、歩行者自身を照明する方式において平均路面照度は 20lx 程度を確

保することが望ましいとされていることから設計条件タイプを設定した。 
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        表 2.1  設計条件タイプ及び適応表 

 
 

道路分類 
国が管理する 

一般国道（片側※１） 
国が管理する 
高速自動車国道 

2 車線道路 3 車線道路 2 車線道路 
設計条件 歩 道 有 無 有 無 無 

①
連
続
照
明 

平均路面輝度 1.0cd／㎡ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

平均路面輝度 0.7cd／㎡ ｆ ｇ ｈ ｉ ｊ 

平均路面輝度 0.5cd／㎡ ｋ ℓ  

② 

局 

部 

照 

明 

※

２

交
差
点 

十字路 （2 車線×2 車線）, 20lx ｍ 

 

十字路 （2 車線×2 車線）, 15lx ｎ 

十字路 （2 車線×2 車線）, 10lx ｏ 

十字路 （4 車線×2 車線）, 20lx ｐ 

十字路 （4 車線×2 車線）, 15lx ｑ 

十字路 （4 車線×4 車線）, 20lx ｒ 

十字路 （4 車線×4 車線）, 15lx ｓ 

十字路 （6 車線×4 車線）, 20lx ｔ 

十字路 （6 車線×4 車線）, 15lx ｕ 

歩
道 横

断 

歩行者の背景を照明する方式 , 20lx ｖ 
 

歩行者自身を照明する方式   , 20lx ｗ 

③ 
ト
ン
ネ
ル
基
本
照
明 

（設計速度 40ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 1.5 cd／㎡  千鳥 

ｘ 

 

（設計速度 40ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 1.5 cd／㎡  向合せ 

ｙ 

（設計速度 50ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 1.9 cd／㎡  千鳥 

ｚ 

（設計速度 50ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 1.9 cd／㎡  向合せ 

ａａ 

（設計速度 60ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 2.3 cd／㎡  千鳥 

ｂｂ 

（設計速度 60ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 2.3 cd／㎡  向合せ 

ｃｃ 

（設計速度 70ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 3.2 cd／㎡  千鳥 

 

ｄｄ 

（設計速度 70ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 3.2 cd／㎡  向合せ 

ｅｅ 

（設計速度 80ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 4.5 cd／㎡  千鳥 

ｆｆ 

（設計速度 80ｋｍ/ｈ） 
平均路面輝度 4.5 cd／㎡  向合せ 

ｇｇ 

※１：片側 1 車線道路については一般国道 2 車線道路を準用する。 

※２：交差点照明の車線数は、交差する各々の道路の全車線数を示す。 

実証実験で LED 照明の適応性を確認したタイプ 

※次ページ以降、各タイプの図を示す。 
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2.2 LED 道路･トンネル照明の設計条件 
代表的な道路の所要輝度、車線数、歩道の有無、交差点・横断歩道の所要照度及び

トンネルの所要輝度、設計速度、灯具配置により分類し設定を行った。 

以下に設定した設計条件タイプの内容を示す。なお、詳細設計等の際には各設計条

件タイプを参考とし実際の道路条件により行うものとする。 

 

① 連続照明  

・タイプａ 平均路面輝度 1.0 cd/㎡ （片側 2 車線道路 + 歩道有） 

・総合均斉度   0.4 以上（視点位置走行車線） 

・車線軸均斉度  0.5 以上（各車線） 

・相対閾値増加   15％以下 

  ・車道幅員＝7.0m、路肩幅員＝0.5m 

  ・灯具高さ＝10m、オーバーハング＝-0.7m  （図 2.1 参照） 

  ・保守率＝0.7 
  ・片側配列、灯具間隔 40m 

（歩道部） 

・歩道幅員＝3.5m 
・平均路面照度 5 lx 以上 、照度均斉度 0.2 以上 

 

 

・タイプｂ 平均路面輝度 1.0 cd/㎡（片側 2 車線道路 + 歩道なし） 

       車道部の設計条件は、タイプ a の条件とする。（図 2.1 参照） 

   

 

 

 

 

 

 

図 2.1 タイプａ，ｂ，ｆ，ｇ 道路断面とポール位置 

（但し、タイプｂ，ｇは歩道を除く）

Oh＝‐0.7m 

3.5m 0.5m W=7.0m 0.5m

H=10m 

（ 車 道 ）（ 歩 道 ）
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・タイプｃ 平均路面輝度 1.0 cd/㎡ （片側 3 車線道路 + 歩道有） 

車道部及び歩道部の設計条件は、タイプａの条件と同じする。 

・総合均斉度   0.4 以上（視点位置走行車線） 

・車線軸均斉度  0.5 以上（各車線） 

・相対閾値増加  15％以下 

・車道幅員＝10.5 m、路肩幅員＝0.5m 

・灯具高さ＝12m、オーバーハング＝-0.7m （図 2.2 参照） 

・保守率＝0.7 

・片側配列、灯具間隔 42m 

（歩道部） 

・歩道幅員＝3.5m 

・平均路面照度 5 lx 以上 、照度均斉度 0.2 以上 

 

 

・タイプｄ 平均路面輝度 1.0 cd/㎡ （片側 3 車線道路 + 歩道なし） 

        車道部の設計条件は、タイプｃの条件とする。（図 2.2 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 タイプｃ，ｄ，ｈ，ｉ 道路断面とポール位置 

（但し、タイプｄ，ｉは歩道を除く） 

  

Oh＝‐0.7m 

3.5m 0.5m W=10.5 m 0.5m

H=12m 

（ 歩 道 ） （ 車 道 ）
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・タイプｅ 平均路面輝度 1.0cd/㎡ （片側 2 車線道路 高速自動車国道） 

・総合均斉度  0.4 以上（視点位置走行車線） 

・車線軸均斉度 0.7 以上（各車線） 

・相対閾値増加 10％以下 

・車道幅員＝7.0m 

・灯具高さ＝12m、オーバーハング＝－3.0m、 （図 2.3 参照） 

・保守率＝0.7 

・片側配列、灯具間隔 42m 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 タイプｅ，ｊ 道路断面とポール位置 

 

・タイプｆ 平均路面輝度 0.7 cd/㎡ （片側 2 車線道路 + 歩道有） 

車道部及び歩道部の設計条件は、タイプａと同じ条件とする。（図 2.1 参照） 

 

・タイプｇ 平均路面輝度  0.7 cd/㎡（片側 2 車線道路 + 歩道なし） 

車道部の設計条件は、タイプｆの条件とする。（図 2.1 参照） 

 

・タイプｈ 平均路面輝度 0.7 cd/㎡ （片側 3 車線道路 + 歩道有） 

車道部及び歩道部の設計条件は、タイプｃと同じ条件とする。（図 2.2 参照） 

 

・タイプｉ 平均路面輝度 0.7 cd/㎡ （片側 3 車線道路 + 歩道なし） 

車道部の設計条件は、タイプｈの条件とする。（図 2.2 参照） 

 

 

Oh＝‐3.0m 

W=7.0 m 

H=12m 

（ 車 道 ）



10 

・タイプｊ 平均路面輝度 0.7cd/㎡ （片側 2 車線道路 高速自動車国道） 

車道部の設計条件は、タイプ e の条件とする。（図.2.3 参照） 

 

・タイプｋ 平均路面輝度 0.5cd/㎡ （片側 2 車線道路+歩道有） 

・総合均斉度   0.4 以上（視点位置走行車線） 

・相対閾値増加 15％以下 

・車道幅員＝6.5m、路肩幅員＝0.5m 

・灯具高さ＝10m、照明灯オーバーハング＝-0.7m （図 2.4 参照） 

・保守率＝0.7 

片側配列、灯具間隔 40m 

（歩道部） 

・歩道幅員＝3.5m 

・平均路面照度 5 lx 以上 、照度均斉度 0.2 以上 

 

・タイプ ℓ 平均路面輝度 0.5cd/㎡ （片側 2 車線道路+歩道なし） 

 車道部の設計条件は、タイプｋの条件とする。 （図 2.4 参照） 

   

 

 

 

 

 

 

図 2.4 タイプｋ，ℓ道路断面とポール位置 

（但し、タイプ ℓは歩道を除く） 

 

※片側 1 車線道路に関しては、タイプ a／b、タイプ f／g、タイプ k／ℓ に準拠す

るものとし、実際の歩道幅などを考慮する。  

Oh＝‐0.7m 

3.5m 0.5m W=6.5m 0.5m

H=10m 

（ 車 道 ）（ 歩 道 ）
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②  局部照明 

表 2.1 以外の具体的な設計においては、連続照明区間以外における交差点照明も

含め、交通量や周囲環境などを考慮して適切な交差点照明の照度を設定するものと

する。 

 

１）交差点照明  

・タイプｍ 十字路（2 車線×2 車線） 灯具の配置  （図 2.5 参照） 

・交差点内 平均路面照度 20lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.5 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

・タイプｎ 十字路（2 車線×2 車線） 灯具の配置  （図 2.5 参照） 

・交差点内 平均路面照度 15lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.5 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

 

・タイプｏ 十字路（2 車線×2 車線） 灯具の配置  （図 2.5 参照） 

・交差点内 平均路面照度 10lx 以上 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.5 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機 

場所 1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 
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 図 2.5 タイプｍ、ｎ、ｏ 十字路（2 車線×2 車線） 灯具の配置 

灯具:連続照明用

交差点内 

凡例 
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・タイプｐ 十字路（4 車線×2 車線） 灯具の配置 （図 2.6 参照） 

・交差点内 平均路面照度 20lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.6 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

・タイプｑ 十字路（4 車線×2 車線） 灯具の配置 （図 2.6 参照） 

・交差点内 平均路面照度 15lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.6 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

 

 

 図 2.6 タイプｐ、ｑ 十字路（4 車線×2 車線） 灯具の配置 

10 m 

10 m

10 m

10 m 

灯具: 連続照明用 

灯具: 交差点照明用 

交差点内 

凡 例 
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灯具:連続照明用 

灯具: 交差点照明用 

交差点内 

凡 例 

・タイプｒ 十字路（4 車線×4 車線） 灯具の配置 （図 2.7 参照） 

・交差点内 平均路面照度 20lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.7 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

・タイプｓ 十字路（4 車線×4 車線） 灯具の配置 （図 2.7 参照） 

・交差点内 平均路面照度 15lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.7 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

 

図 2.7 タイプｒ、ｓ 十字路（4 車線×4 車線） 灯具の配置 

10 m

10 m 

10 m

10 m
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灯具:連続照明用 

灯具: 交差点照明用 

交差点内 

凡 例 

・タイプｔ 十字路（6 車線×4 車線）灯具の配置（図 2.8 参照） 

・交差点内 平均路面照度 20 lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.8 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

・タイプｕ 十字路（6 車線×4 車線）灯具の配置 （図 2.8 参照） 

・交差点内 平均路面照度 15 lx 程度 

・交差点内 照度均斉度 0.4 程度 

・交差点の範囲は、図 2.8 のとおりとし、横断歩道部と歩行者待機場所

1m を含む範囲とする。 

・ポール位置は縁石から 0.5m とする。 

・交差点照明用ポールは直線ポールとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8 タイプｔ、ｕ 十字路（6 車線×4 車線）,灯具の配置 

12 m 12 m 

10m

10 m

12 m 12 m
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２） 横断歩道照明  

「道路照明施設設置基準・同解説」では、交通量が少なく周辺環境が暗い場合に

おいては平均路面照度 10lx 以上とすることができるとされており、表 2.1-1 以外の

具体的な設計においては、交通量や周囲環境などを考慮して適切な横断歩道照明の

照度を設定するものとする。 
 

・タイプｖ 歩行者の背景を照明する方式（図 2.9 参照） 

・照明範囲  横断方向 車道全幅員 8m 

        道路軸方向 横断歩道の背景となる 35m の範囲 

・平均路面照度 20lx 

・ポール位置は、横断歩道中心から 17.5m、縁石から 0.5m とする。 

（図 2.9 参照） 

・照明用ポールは直線ポールとする。 

・灯具高さ＝10m、保守率＝0.7 
 

 

 

 

 

 

  図2.9 タイプｖ 横断歩道照明 歩行者の背景を照明する方式の配置  
 
 

表2.2  横断歩道照明 歩行者の背景を照明する方式の配置例 

適応タイプ 車道全幅員 平均路面
照度(lx) 灯具 灯具高さ

(m) 
横断歩道中心 

からの距離 (m) 台数 

タイプv 8m 
(2車線） 20 連続 

照明用 10 17.5 2 

 注．横断歩道が連続照明区間内にある場合は、図 2.9 の配置を考慮し連続照明区間 

より明るくすることが望ましい。  

◎：灯具 

車両進行方向 

車両進行方向 
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・タイプｗ 歩行者自身を照明する方式（図 2.10 参照） 

・照明範囲  横断方向 横断歩道中心線上、車道全幅員 8m 

        鉛直面照度の計算高さは 1m とし、照度の向きは車道軸

に直角で自動車の進行方向に対向する方向。 

・平均鉛直面照度 20lx 

・ポール位置は、横断歩道中心から 10m、縁石から 0.5m とする。 

・照明用ポールは直線ポールとする。 

・灯具高さ＝10m、保守率＝0.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.10 タイプｗ 横断歩道照明 歩行者自身を照明する方式の配置 

 

 

 表2.3 横断歩道照明 歩行者自身を照明する方式の配置例 

適応タイプ 車道全幅員 鉛直面照度
(lx) 灯 具 灯具高さ

(m) 
横断歩道中心 
からの距離(m) 台数 

タイプ w 8m 
(2車線） 20 連続 

照明用 10 10 2 

 
 
 

  

車両進行方向 

車両進行方向 

凡例  

◎ ：灯具  

Ｗ ：車道幅員 
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③ トンネル基本照明 

実証実験を実施した国土技術政策総合研究所の実大トンネルの断面図を、図 2.11

及び 2.12 に示すとともに、適応タイプの設計条件を表 2.4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.11 トンネル断面 一般国道用（適応タイプ x ～ cc ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.12 トンネル断面 高速自動車国道用（適応タイプ dd～gg） 
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表 2.4 トンネル基本照明の設計条件 

適応タイプ 設計速度

（km/h） 
平均路面輝度 
（cd/ m2） 

トンネル内仕上げ 舗 装 灯具高さ

(m) 配列 

タイプ ｘ 40 1.5 天井、壁面 
コンクリート コンクリート舗装 ５ 千鳥 

タイプ ｙ 40 1.5 天井、壁面 
コンクリート コンクリート舗装 ５ 向合せ 

タイプ ｚ 50 1.9 天井、壁面 
コンクリート コンクリート舗装 ５ 千鳥 

タイプ ａａ 50 1.9 天井、壁面 
コンクリート コンクリート舗装 ５ 向合せ 

タイプ ｂｂ 60 2.3 天井、壁面 
コンクリート コンクリート舗装 ５ 千鳥 

タイプ ｃｃ 60 2.3 天井、壁面 
コンクリート コンクリート舗装 ５ 向合せ 

タイプ ｄｄ 70 3.2 
天井、壁面 
コンクリート 
内装2.5m 

コンクリート舗装 ５ 千鳥 

タイプ ｅｅ 70 3.2 
天井、壁面 
コンクリート 
内装2.5m 

コンクリート舗装 ５ 向合せ 

タイプ ｆｆ 80 4.5 
天井、壁面 
コンクリート 
内装2.5m 

コンクリート舗装 ５ 千鳥 

タイプ ｇｇ 80 4.5 
天井、壁面 
コンクリート 
内装2.5m 

コンクリート舗装 ５ 向合せ 

注. 灯具間隔は施工者が設定するものとする。ただし、「ちらつき防止のために 

避けるべき灯具間隔（道路照明施設設置基準・同解説 表解 5-2）以外の範囲 

においては、以下に示す所要基準等を満足すること。 

・平均路面輝度 1.5～2.3cd/㎡  

・ 総合均斉度  0.4 以上（視点位置走行車線）  

・ 車線軸均斉度 0.6 以上（各車線） （推奨値） 

・ 相対閾値増加 15％以下 

・ 壁面輝度比  1 : 0.6 ～ 1 : 1.5  （推奨値）   
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３．LED 照明設計要領 

LED 道路・トンネル照明の性能は、「道路照明施設設置基準」の規定を満足するも

のとする。LED 道路・トンネル照明の設計は、原則としてに以下の基準等に準拠す

るものとする。 

・「道路照明施設設置基準･同解説」（（社）日本道路協会） 

・「電気通信施設設計要領・同解説（電気編）」（（社）建設電気技術協会） 

・「道路・トンネル照明器材仕様書」（（社）建設電気技術協会） 

（以下、それぞれ「設置基準・同解説」、「設計要領」、「器材仕様書」という。） 

従来の HID 道路照明灯は JIS に規定されたランプ規格等で設計し、「器材仕様書」

の照明器具で施工すれば、概ね所要の照明性能を得られるが、LED 照明の場合は製

造者により灯具の定格光束や配光などの照明灯具の性能が異なると共に、光束維持率

など特有の要素があるため、本ガイドライン（案）において照明設計手法の考え方等

を示す。 

 

3.1 道路照明設計 

3.1.1 連続照明 

3.1.1.1 性能指標の決定 

  連続照明の性能指標は「道路照明施設設置基準」に基づき、平均路面輝度、輝度

均斉度、視機能低下グレア、誘導性とし、同基準の性能を満足するものとする。 

1. 平均路面輝度 

平均路面輝度は、表 3.1.の値を標準とする。ただし、国が管理する高速自動車

国道にあっては、必要に応じて表 3.1.の下段の値をとることができる。 

また、一般国道で、中央帯に対向車の前照灯を遮光するための設備がある場合

には表 3.1.の下段の値をとることができる。 
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表3.1. 平均路面輝度 
      （単位：cd/m2） 

            外部条件

道路分類 Ａ Ｂ Ｃ 

高 速 自 動 車 国 道 
1.0 1.0 0.7 
－ 0.7 0.5 

一 般 国 道 
主 要 幹 線 道 路

1.0 0.7 0.5 
0.7 0.5 － 

幹線・補助幹線道路
0.7 0.5 0.5 
0.5 － － 

備考 外部条件Ａ、Ｂ、Ｃとは、次の条件を指す。 
Ａ………道路交通に影響を及ぼす光が連続的にある道路沿道の状態をいう。 
Ｂ………道路交通に影響を及ぼす光が断続的にある道路沿道の状態をいう。 
Ｃ………道路交通に影響を及ぼす光がほとんどない道路沿道の状態をいう。 

 

 

2. 輝度均斉度 

輝度均斉度は、総合均斉度とし、表 3.2 を原則とする。 

表3.2 総合均斉度 

道路分類 総合均斉度 

高速自動車国道 

0.4以上 
一般国道 

主要幹線道路 

幹線・補助幹線道路 

また、車線軸均斉度は推奨値とし、高速自動車国道において 0.7 以上、一般国

道の主要幹線道路において 0.5 以上とする。ただし、幹線・補助幹線道路におい

てはこの限りではない。 

3. 視機能低下グレア 

視機能低下グレアは、相対閾値増加とし、表 3.3 を原則とする。 

表3.3 相対閾値増加 
                              （単位：％） 

道路分類 相対閾値増加 

高速自動車国道 10以下 

一般国道 
主要幹線道路 

15以下 
幹線・補助幹線道路 
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4. 誘導性 

適切な誘導性が得られるよう、灯具の高さ、配列及び間隔等を決定する。 

 

3.1.1.2 照明方式の選定 

連続照明の照明方式は、ポール照明方式を原則とする。 

 

3.1.1.3 灯具の配置 

連続照明の性能指標の規定値を満足するよう適切に配置する。 

(1) 灯具の配列 

道路の直線部における灯具の配列は、片側配列、千鳥配列及び向合せ配列の 3

種類とし、車道幅員及び灯具の取付高さ等に応じて適切な配列を選定する。 

また、曲線半径 1,000ｍ以下の曲線部における灯具の配列は、それに続く直線

部の配列を考慮して片側配列及び向合せ配列のいずれかとし、片側配列の場合は、

原則として曲線の外縁に設置する。 

広い中央帯を有する道路は、それぞれの車道を独立した道路と考える。 

 

 

(2) ポールの設置位置 

ポールの設置位置は、原則として歩道

の車道側とし、建築限界外とする。 

図 3.1 にポール設置位置の例を示す。 

 

図 3.1  ポールの設置位置 

 

3.1.2 局部照明 

局部照明は、交通流が局部的に複雑となるような場所、道路の平面線形や縦断

線形が複雑な場所等において、交通状況、道路状況等を明確にすることを目的と

して設置する。 

 

 

歩道
路肩 車道 
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3.1.2.1 交差点 

交差点の照明は、自動車の前照灯の効果が及ばないところを補い、交差点に接近、

進入及び通過する自動車の運転者に対して下記の役割を果たすことを目的として

いる。 

① 灯具を適切に配置し、遠方から交差点の存在が分かること 

② 交差点付近に存在する他の自動車及び歩行者等が、交差点の手前から識別で

きるよう灯具を適切に配置すること 

③ 交差点内に存在する他の自動車及び歩行者等が、交差点内において識別でき

るよう明るさを確保すること 

交差点内の照明範囲は、原則として平面交差する道路部分とし、横断歩道がある

場合は、横断歩道部と歩行者等の待機場所（1m 程度）までを含む範囲を交差点内

とする｡ 

交差点内の範囲を図 3.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図3.2 (a)                               図3.2 (b)  

交差点内の範囲                       横断歩道のある交差点内の範囲 

 

交差点内の明るさは、次の値を確保する。 

① 交差点内の平均路面照度は 20lx 程度、かつ交差点内の照度均斉度（路面上

の最小照度を平均路面照度で除した値）は 0.4程度を確保することが望ましい。 

② 車両や歩行者等の交通量が少なく、周辺環境が暗い交差点においても平均路

面照度は 10lx 以上を確保する。 

③ 交差点内の横断歩道上の平均路面照度は、交差点内と同程度の値を確保する。 

④ 交差点が連続照明区間内に存在する場合は、交差点内を連続照明区間より明

るくすることが望ましい。表 3.4 は連続照明の平均路面輝度を照度換算して、
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連続照明より交差点内を明るくした場合の参考値であり、車両や歩行者等の交

通状況等を考慮し適宜定めるものとする。 

 

表3.4 連続照明区間内に存在する交差点内の明るさ（参考値） 
連続照明の平均路面輝度（cd/m2） 交差点内の平均路面照度（lx） 

1.0 20 
0.7 15 
0.5 10 

注．連続照明の平均路面輝度は交差する道路の平均路面輝度のどちらか高い値とする。 

 

連続照明の灯具間隔Ｓを用いた配置例を図 3.3 に示す。 

図 3.3 (a)は、同程度の幅員を有する道路の十字路における灯具の配置例であ

る。 

 

図3.3 (a) 同程度の幅員を有する道路の十字路の灯具の配置例 
 

 

図3.3 (b) 隅切り部への灯具の配置例 

d 0.3～ 
0.4S 基 本

補 足 

凡例 

補足

基本

車道幅員の
広いとき

凡例

連続照明

連続照明
車道幅員の
広いとき

凡 例 

基本 

補足 
車道復員の 
広いとき 

連続照明 

連続照明 車道復員の
広いとき 
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また、図 3.3 (b)は、道路幅員が広く、横断歩道が設けられている交差点で、隅切

り部に灯具を補足することで効果的に交差点内の明るさを確保し、右左折時の横断

歩行者等の見え方を向上させる配置例である。 

なお、灯具の配置の考え方は、2.1 設計条件タイプ及び「設置基準・同解説」に

よるものとする。 

 

3.1.2.2 横断歩道 

横断歩道の照明は、運転者から見て歩行者の背景を明るくし、影絵（シルエット）

の状態として視認させる方式を原則とする。 

ただし、将来においても連続照明が設置されない道路や、横断歩道が曲線部や坂

の上等に設けられ背景が路面になりにくい場合等には、歩行者自身を照明する方式

とすることができる。 

なお、照明要件及び灯具の配置の考え方は、2.2 ② 2） 、「設置基準・同解説」

及び「設計要領」によるものとする。 

 

3.1.2.3  歩道等 

歩道等の照明は、夜間における歩道等において、歩行者等の安全かつ円滑な移動

を図るために良好な視環境を確保するように必要に応じて設置する。 

照明要件及び灯具の配置の考え方は、「設置基準・同解説」及び「設計要領」に

よるものとする。 

また、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」における重点

整備地区に照明施設を設置する場合は、「道路の移動円滑化整備ガイドライン」

（(財)国土技術研究センター）を参考にする。 

 

3.1.2.4 橋梁 

延長 50m 以上の橋梁にあっては、幅員構成の変化を明示するため、必要に応じ

てその両端に照明灯を各 1 灯設置することを標準とする。 

ただし、橋梁に接続する一般部に連続照明がある場合は、「設置基準・同解説」

の規定に準じるものとする。 

図 3.4 に一般部に連続照明の無い場合の配置例を示す。 
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○印は、灯具を示す。

 

図3.4 橋梁で一般部に連続照明の無い場合の配置 

 

3.1.2.5 その他の照明 

道路の幅員構成・線形が急変する場所、踏切などの局部照明の照明要件及び灯具

の配置の考え方は、「設置基準・同解説」及び「設計要領」によるものとする。 
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3.1.3 照明設計 

3.1.3.1 連続照明 

1. 連続照明の設計手順 

連続照明の設計の手順を図 3.5 に示す。 

 
 

 

図3.1.4-1  連続照明の設計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.5  連続照明の設計手順 

  

・照明率の算出，保守率および平均照度換算係数の決定 
・「光束法」により平均路面輝度を満足する灯具間隔（最大）を算出する 

「逐点法による輝度計算」により（総合均斉度，

車線軸均斉度）を算出し，規定値が満足されて

いるか？ 

「グレアの計算」により相対閾値 
増加（TI）を算出し，規定値が 
満足されているか？ 

評価：照明要件を満足する経済的な組合せを検討して選定する 

使用する照明器材等を選定 
（照明方式 ，灯具等） 

NO 

NO 

YES 

YES 

始め

終り

・設計条件の設定 
・性能指標の決定 
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2. 照明計算（光束法） 

光束法は道路照明の概略設計段階で、LED 照明の適用性確認、灯具間隔の設定

などに用いることを目的とする。LED 照明の場合は灯具の性能や配光などが製造

者により異なるため、最終的な照明設計は逐点法により行わなければならない。 

(1) 設計条件の設定 

設計条件となる道路分類、外部条件及び路面の種類を設定する。 

(2) 性能指標の設定 

3.1.1.1「性能指標」にしたがい、道路分類及び外部条件より各性能指標の規

定値を設定する。 

(3) 照明器材の選定 

HID 照明の場合は照明器材の選定によって設計上の光束及び照明率を設定

することが可能であるが、LED 照明の場合は灯具が特定できない設計時点で

定格光束や照明率の設定が困難である。 

当該道路条件において連続照明の路面輝度を満足するための、所要光束 Fr

は、照明器具の定格光束 F と照明率 U を乗じた値（Fr=F×U）として表すこ

とができ、 (3.1-1) 式を変形して、次式より求めることができる。 

所要光束 Fr =  (F×U) ＝ (Lr×S×W×K)／(N×M) 

式の右辺は灯具間隔 S を除き、道路条件で決まるもので、灯具間隔に応じて

所要光束が求まることを意味し、標準灯具間隔（S=40m）とすれば、当該道路

条件における所要光束の目安が決まり、所要光束 Fr を確保するために必要な

器具の定格光束 F と照明率 U を持つ道路照明灯具を選定する必要がある。 

実証実験における道路照明灯具の定格光束は 7,000lm～14,000lm 程度であ

り、(5)に示すように、標準的な照明率を 0.4 とすれば、所要光束は 2,800lm～

5,600lm であり、当該道路条件において LED 照明が適応可能であると概ねの

判断が可能である。 

ここでは、個別 LED 照明灯具の定格光束及び照明率が明確になっている場

合における光束法による照明計算を行うものとする。 

(4) 灯具配置の決定 

灯具配置は、3.1.1.3「灯具の配置」に基づき決定する。 
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(5) 照明設計 

 

1)  計算式 

照明計算は、(3.1-1)式に示す光束法の計算式により行う。 
 

      Ｆ・Ｕ・Ｍ・Ｎ 
   Ｌr＝──────────  …………………………… (3.1-1) 
       Ｓ・Ｗ・Ｋ 

  

ここで Ｌr：平均路面輝度 (cd/m2) 

Ｆ ：定格光束 (lm) 

Ｕ ：照明率 

Ｍ ：保守率 

Ｎ ：配列係数（片側配列・中央配列・千鳥配列Ｎ＝１、向合せ配列Ｎ＝２） 

Ｓ ：灯具間隔 (m) 

Ｗ ：道路幅員 (m) 

Ｋ ：平均照度換算係数 (lx/cd/m2) 
 

2)  平均照度換算係数 

平均照度換算係数は路面の平均輝度を平均照度に換算する係数であり、路

面の種類、灯具の配光及び配置等によって変わるが、表 3.5 を標準とする。 

 

表3.5  平均照度換算係数 
                  (単位：lx/cd/m2) 

舗装の種類 平均照度換算係数 

アスファルト 15 
コンクリート 10 

 
3) 照明率の計算 

灯具の照明率は、LED 照明の場合、灯具の配光は製造者の設計により異

なるため、設計時点で灯具毎の照明率を設定することは困難である。 

実証実験の結果から検証照明率は 0.28～0.578 で平均 0.396 であり、本ガ

イドライン(案)では、照明率を 0.4 として設定し、標準的な照明設計を行う

場合に適用する。 
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道路条件が特殊な場合は照明率の値を設定することができるものとする。 

道路照明灯具が特定されて、照明率曲線が明確になる場合は、「設置基準・

同解説」や「設計要領」などの計算例に準拠し、オーバーハングを考慮して

車道及び歩道部分の照明率を算出して光束法による計算を行うものとする。 

最終的な照明設計は、逐点法により確認するものとする。 

 

4) 保守率 

照明施設は、光源の光束の低下と照明器具や光源の汚れ等によって路面輝

度・照度が設置当初の値より減少する。この減少の程度を設計時点で見込む

係数が保守率である。 

この減少の程度は、道路構造、交通状況、光源の交換時間と交換方式、灯

具の清掃間隔等によって異なる。 

保守率の値は、光源の光束維持率に器具の設計光束維持率（器具の汚れ）

を乗じて求める。 

LED モジュールの定格寿命の規定（4．照明灯具技術仕様）において周囲

温度条件を 30℃としているが、実環境上では 30℃以下で動作する期間が大半

であり、また初期光束補正機能が働いている期間では定格電流よりも低い電

流値で点灯すること等から LED モジュール自体の光束維持率（70％）より灯

具実装状態の周囲温度、動作環境を考慮して LED 照明灯具の光束維持率は定

格寿命において 80％以上とする。 

したがって、器具の汚れを考慮した器具の設計光束維持率を 90％とした場

合、標準的な保守率の値は 0.7 となる。このため本ガイドライン(案)におい

て設計に用いる LED 灯具の保守率は、0.7 を標準値として、道路構造や交通

状況等に応じて±0.05 の範囲で選択できるものとする。 

 

3. 照明計算（逐点法による輝度計算） 

LED 照明における照明計算は概略設計段階における光束法を除き、原則として

逐点法により設計、確認するものとする。 

照明計算における逐点法は CIE Pub.30.2 -1982 に準拠する。 
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(1) 輝度均斉度の計算 

連続照明における路面の輝度均斉度の計算は逐点法より求める。 

輝度均斉度には、総合均斉度と車線軸均斉度があり、これらを求めるには各

点の輝度値を逐点法によって計算しなければならない。輝度計算は、直射成分

による総合均斉度と車線軸均斉度を次によって求める。 

①  総合均斉度 

総合均斉度は、次式で表される。 

    Ｌmin 
Ｕo＝───── 

 Ｌr’ 
ここで Ｌmin ：対象範囲の最小部分輝度 （cd/m2） 

    Ｌr’：逐点法による平均路面輝度 （cd/m2） 

②  車線軸均斉度 

車線軸均斉度は、次式で表される。 

    Ｌmin(ℓ) 
Ｕℓ＝──────  

Ｌmax(ℓ) 

ここで Ｌmin(ℓ)：各車線中心線上の最小部分輝度（cd/m2） 

    Ｌmax(ℓ)：各車線中心線上の最大部分輝度（cd/m2） 

 

          

   

γ
H 

Ｌ 

Ｐ

δ  β

β

α Ｏ 

α：観測角 

γ：光の入射角  
Ｏ：観測者 
β：入射角と観測面のなす角

δ：道路の軸と観測面のなす角

Ｌ：灯具  

 
図3.6 灯具(Ｌ)、観測点(Ｐ)及び観測者(Ｏ)の幾何学的関係 
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図 3.6において、観測者Ｏが見ている路面上の点Ｐの輝度をＬp（cd/ｍ2）、

この部分の水平面照度をＥp（lx）、路面の輝度係数をｑp、灯具Ｌの取付高

さをＨ（m）、灯具から点Ｐに向かう光度Ｉ（cd）の鉛直入射角をγ（°）

とすると、次の関係が成り立つ。 

 Ｌp＝ｑp・Ｅp＝（Ｉ/Ｈ2）・（ｑp・cos3γ）……………（3.1-2） 

路面の反射特性は、路面の種類ごとに光の入射方向（β，γ）に対する輝

度換算係数ｒ（ｑp・cos3γ）の分布として表すことができる。路面上の各点に

おける輝度換算係数ｒの分布がわかると、灯具の配置と配光から、路面の

輝度分布を逐点計算より求めることができる。 

実際の照明設計において必要の都度、対象となる路面の光反射特性を測

定することは困難なため、国際照明委員会（CIE）で規定している標準的

な路面の光反射特性から選択する。 

標準的な乾燥路面の反射特性としては、コンクリート路面の場合 C1 を、

アスファルト路面の場合 C2 を使用する。C1 及び C2 の輝度換算係数ｒを

表 3.6 に示す。 
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表 3.6 (a) 輝度換算係数（コンクリート舗装：C1） 

 
 

（×10-4 ） 
 
標準路面：C1 
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表3.6 (b) 輝度換算係数（アスファルト舗装：C2） 

 

 

（×10-4 ） 
 
標準路面：C2 
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(2) 計算範囲の設定 

路面輝度の計算範囲はCIE に基づき、片側配列及び向合せ配列の場合は、灯具

間隔S（1 スパン）とし、千鳥配列の場合は、2 スパンとする。 

計算に含まれる灯具は、計算範囲の手前側 5H（灯具の高さの 5 倍）から、後

方へ 12H（灯具の高さの 12 倍）まで考慮する。 
 

 

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

片側配列、３車線道路

向合せ配列、３車線道路

千鳥配列、３車線道路

片側配列、２車線道路

向合せ配列、２車線道路

千鳥配列、２車線道路

 
           

 

 

図3.7 計算範囲と観測点の位置関係の例 

◎ 観測点（総合均斉度） 
× 観測点（車線軸均斉度） 
■ 計算範囲 
○ 灯 具 

（交通方向によらず、計算範囲の灯具の 
1灯目は左側に配置し計算する。） 
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(3) 計算点の設定 

路面輝度の計算は、CIE Pub.30.2 -1982に準拠し、計算点の例を図3.8に示す。 

この場合の視点位置は、車線中央の高さ 1.5m とし計算範囲の手前側から 60m
とする。道路横断方向に対しては、車線ごとにW/5 間隔（W=3.5m の場合 0.7m）

で 5 点の計算点を設定する。また、道路縦断方向に対しては、手前側の灯具と同

じ位置から、灯具間隔S に対してS/10 間隔で 10 点の計算点をとる。ただし、計

算点の間隔が 5m を越える場合は計算点を増やして 5m 以内とする。 

 
図3.8 輝度計算の計算点の例 (CIE Pub.30.2 ) 

 
 
路面輝度の計算は CIE Pub.30.2 に準拠することが望ましいが、簡易設計にお

いては、CIE Pub.140-2000 によることができる。 

Pub.140 の計算点を図 3.9 に示す。車線毎にW/3 間隔(W=3.0m の場合 1.0m)

で 3 点の計算点を設定する。 

道路縦断方向に対しては、手前側の灯具の計算点間隔D/2 の位置から灯具の設

置間隔が30m以下の場合は灯具間隔Sに対してD=S/10間隔で10点の計算点を

取り、灯具の設置間隔が 30m を越える場合は計算点を増やして 3m 以内とする。 
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図3.9 輝度計算の計算点の例 (CIE Pub.140) 
 

 

4.  視機能低下グレアの計算 

視機能低下グレアを評価するための相対閾値増加ＴＩ（％）の計算は、 (3.1-3) 式
又は (3.1-4) 式より求めることができる。 

①  Ｌr ≦５（cd/m2）の場合 

0.8
r

v

Ｌ

Ｌ
・65ＴＩ=  ……………………………………………（3.1-3） 

②  Ｌr ＞５（cd/m2）の場合 

1.05
r

v

Ｌ

Ｌ
・95ＴＩ= ……………………………………………（3.1-4） 

ここで Ｌr：平均路面輝度 （cd/m2） 
    Ｌv：運転者の視野内の灯具による等価光幕輝度（cd/m2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.10  等価光幕輝度の概念図  

グレア源 

θ 
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等価光幕輝度は、眼球内散乱の程度を表し、図 3.10 に示すように、グレア

源から眼に入射する照度と視線とグレア源とのなす角度によって決まり、照

度が高く、角度が小さいほど高くなる。グレア源が複数存在する場合の等価

光幕輝度Ｌv（cd/m2）は、次式より計算する。 

∑
=

=
n

1i θ

　Ｅ 　
　・10Ｌ

2
i

vi
v  ……………………………（3.1-5） 

ここで Ｅvi：グレア源ｉによる視線と垂直な面における照度 (lx) 
θi：視線とグレア源ｉのなす角度 (°) 
ｉ：対象とする灯具数 

ただし、路面輝度については、（3.1-1）式に示す光束法の計算式を変更し、

保守率を 1.0 として求めた値を使用する。 

 (計算条件) 

① 視点は高さ 1.5m、各車線中央とする。 

② 自動車のフロントガラス上端による遮光角は 20°とする。 

③ 道路軸方向の等価光幕輝度値を計算し、最大値を求める。 

④ 視線は道路軸に平行で、俯角 1°の地点を注視するものとする。 

⑤ θi の計算条件は 1.5°～ 60°までとする。特に下限値（1.5°）を下回ら

ないこと。 

 等価光幕輝度の計算範囲は、片側配列及び向合せ配列の場合は、灯具間隔S
（1 スパン）とし、千鳥配列の場合は、2 スパンとする。 

 
等価光幕輝度の最大値を与える位置は、自動車のフロントガラス上端から

一番手前の灯具が遮光される瞬間である場合が多い。したがって、計算点は

図 3.11 のように視点の位置を基点とし灯具間隔S に対してS/10 間隔で 10
点の計算点をとる。 

ただし、計算点の間隔が 5m を越える場合は計算点を増やして 5m 以内と

する。 

 

20° 
視線方向 

視点 

 
86m＝1.5m/tan 1° 

1.5m 注視点

非グレアゾーン

1° 

 

 
図3.11  視機能低下グレアを計算する視点の位置 

  

灯具
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3.1.3. 2 局部照明 

1. 交差点照明 

交差点照明の設計の手順を図 3.12 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.12 交差点照明の設計手順 

 
交差点照明における照明灯配置は、図 2.5～図 2.8 を参考とすると共に所要の明

るさを満足するように図 3.3 (a)、(b)の範囲で設計を行うものとする。 

交差点内の明るさは、「設計要領」に示す逐点法を用いた照度計算により所要の明

るさを満足するよう設計する。 

  

照明器材を選定し配置例を参考に配置する 
（一般にポール高さや灯具の選定等は連続照明に準ずる） 

「逐点法による照度計算」により平均照度（照度均斉度）

を算出し，特記仕様書の規定値若しくは設置基準の推奨

値が満足されているか？ 
NO 

YES 

始め

終り

評価：照明要件を満足する経済的な組合せを検討して選定する 

・設計条件の設定 
・推奨値の決定 
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2. 横断歩道照明 
横断歩道照明は、図 3.13「横断歩道照明の設計手順」に基づき、照明方式を選定

し設計する。ただし、これによらない場合は、「設計要領」に示す光束法及び逐点法

の照明計算により所要の明るさを満足するよう設計する。 
 

 
図 3.13 横断歩道照明の設計手順 

 
 

1） 歩行者の背景を照明する方式 

歩行者の背景を照明する方式は、図 2.9 及び表 2.2 を参考（2 車線 20lx の場合）

に配置する。ただし、これによらない場合は、（3.1-1）式に示す光束法の計算式

により、所要の明るさを満足するよう設計する。 

 
2)  歩行者自身を照明する方式 

歩行者自身を明るくする照明方式は、図 2.10 及び表 2.3 を参考（2 車線 20lx
の場合）に配置する。ただし、これによらない場合は、「設計要領」の逐点法によ

る鉛直面照度の計算により、所要の明るさを満足するよう設計する。 

 

  

〔歩行者の背景を照明する方式〕 

〔歩行者自身を照明する方式〕

（背景が路面にならない等） 

推奨値の決定 

評価：照明要件を満足する経済的な組合せを検討して選定する 

「逐点法による照度計算」により 

横断歩道上の鉛直面照度を算出し、推奨値が 

満足されているか？ 

NO 

YES 

「光束法」により推奨値が満足 

されているか？ 

照明方式の選定 

（連続照明の設置の有無、 

背景が路面になっているか等） 

設計条件の選定 

照明器材の選定 

（灯具の選定等は連続照明に準ずる）

推奨値の決定 

照明器材の選定 

（照明方式、灯具等） 

YES 

NO 
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3.1.3.3 具体的な道路照明の設計手順 

LED道路照明の場合には、照明灯具の性能が応札者により異なるため、計画段階

で光束法における定格光束や照明率の設定が困難で詳細な照明設計を行うことは難

しい場合がある。しかし、LED道路照明の多くは既設道路照明のLED照明への変更

であり、新設する場合でもLED照明灯具の大幅な性能向上などが無い限り基本的な

灯具配置が大幅に変わることは無いと考えられる。これらを考慮して、計画段階にお

ける具体的な道路照明の設計手順を検討する。 

 

 (1) 性能指標の決定 

道路照明の性能指標は「設置基準・同解説」を前提とするため、LED 照明の

場合もHID 照明の場合と基本的に変わらない。 
 

 (2) 灯具配置の決定 

① 既設照明灯の更新（既設照明柱を再利用する場合） 

既設のHID道路照明をLED道路照明に器具のみを更新する場合、灯具配置

は変わらないため連続照明における灯具間隔、局部照明における灯具配置場

所は変わらない。 

既設の照明柱の位置を前提として照明計算を行うものとし、照明計算では、

灯具間隔（S）を既設配置として、当該LED照明灯具を設置した場合に平均

路面輝度、総合均斉度、車線軸均斉度などの性能指標を満足するか検証を行

うことになる。 

連続照明において既設照明柱の灯具間隔（S）が概ね40m程度の場合、局

部照明の場合では交差点などの灯具配置が、設計条件タイプに準拠している

場合はLED道路照明に更新することが可能である。 
 

② 照明灯の新設 

交差点照明や横断歩道照明等の局部照明を新設する場合は、LED道路照明

の場合においても基本的条件は変わらないため、HID照明器具の場合同様の

灯具配置を前提とする。具体的には2.1の設計条件タイプの灯具配置に準じて

配置を行う。 

連続照明を新設する場合は、当該道路条件と照明灯具の性能（定格光束と

当該道路条件における照明率）によって、設計上の灯具間隔は変わることに

なる。しかし、実証実験から現在のLED照明灯具は概ねHIDナトリウム灯の

NH110W、NH180W及びNH220Wに相当する照明性能を有すると考えられ、

性能的に大幅な差異は無いため、新設の場合も設計条件タイプに示す平均的

な灯具間隔で設計を行うものとする。 

今後、照明性能で定格光束の増大や当該道路条件における照明率の向上が

ある場合は、それらを前提として設計上の灯具間隔の広スパン化を検討し経

済性の向上を図るものとする。 
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(3) 設計の手順 

基本設計段階、発注段階の照明設計及び発注図書の作成において、対象と

する道路照明が、既設のHID照明をLED照明に更新する場合及び局部照明の

新設の場合で既存HIDランプ又は従前設計のHIDランプがNH110W、NH18
0W及びNH220Wに相当する場合は、標準的な照明設計で所要の照明指標を

満足すると考えられることから、当該道路条件が以下の表3.7に示すLED道

路照明が適応可能な設計条件タイプに適合することを確認する。特記仕様書

に性能規定として所要の性能指標を明記し、既存の照明柱配置、交差点にお

ける配置を明確にして発注図書とする。 

連続照明を新設する場合は、基本的に灯具間隔S=40mとして設計を行うが、

当該道路条件において照明率として標準値（0.4）より良い値が期待できる場

合、または定格光束を大きく設定できる場合は、光束法による照明計算を行

い適切な灯具間隔を設定することも可能とする。 

なお、光束法における(3.1-1) 式を変形して照明灯具の車道幅員1m当た

り所要光束Fr（灯具の定格光束と照明率を乗じた値）から、幅員毎の必要な

定格光束と照明率の目安を表3.8に示す。これにより、個別LED照明器具の

性能を概略評価して、当該道路条件の適合性が判断できる。 

 

表3.7 LED道路照明が導入可能なタイプ一覧 

 
 

道路分類 
国が管理する 

一般国道（片側） 
国が管理する 
高速自動車国道 

1 車線道路 2 車線道路 3車線道路 2 車線道路 
設計条件 歩 道 有 無 有 無 有 無 無 

①
連
続
照
明

平均路面輝度1.0cd／㎡ ○ ○ ○ ○ × × × 
平均路面輝度0.7cd／㎡ ○ ○ ○ ○ × × × 
平均路面輝度0.5cd／㎡ ○ ○ ○ ○  

② 

局 

部 

照 

明 

交
差
点 

十字路 （2車線×2車線）, 20lx ×  

 

十字路 （2車線×2車線）, 15lx ○ 

十字路 （2車線×2車線）, 10lx ○ 

十字路 （4車線×2車線）, 20lx ○  

十字路 （4車線×2車線）, 15lx ○ 

十字路 （4車線×4車線）, 20lx ○ 

十字路 （4車線×4車線）, 15lx ○ 

十字路 （6車線×4車線）, 20lx × 
十字路 （6車線×4車線）, 15lx ○ 

歩
道 横

断 

歩行者の背景を照明する方式  , 20lx △ 
 

歩行者自身を照明する方式    , 20lx △ 
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注1．表3.7において導入可能と判定されていないものは、実証実験において適合する道

路照明灯の応募がなかったものである。照明設計を行う時点で照明灯具の性能向上

により適合する場合がある。 

注2．横断歩道照明の設計条件は、2車線（8m）20lx程度で実証実験に応募がなかった

   が、設計条件が10lx以上の場合は適応可能であり△としている。注1．と同様に4車
   線以上の道路条件も含めて適合性を確認するものとする。 

 

 

表3.8 各路面輝度における所要光束（例） 

路面輝度 
所要光束Fr （lm） 車道幅員W=7m、

2 車線 

車道幅員

W=10.5m、 

3 車線 2 車線 3 車線 

1.0cd/ m2 860×W 900×W 6,020 lm 9,450 lm 
0.7cd/ m2 600×W 630×W 4,200 lm 6,615 lm 
0.5cd/ m2 430×W 450×W 3,010 lm 4,725 lm 
 注．所要光束Fr＝(L×S×W×K)／(N×M) 

但し、アスファルト舗装(K=15lx/cd/mm2)、設置間隔S=40m、片側配列N=1、 
車道幅員W、保守率M=0.7の場合。 
3車線の場合はS=42m 

入札契約段階では、応札者は、発注図書に規定する当該道路の性能指標及び本ガイ

ドライン(案)に基づき応札時点で工事に使用する当該照明灯具の定格光束、照明率な

どの値を基に、当該灯具が性能指標を満足することを逐点法によって確認し、技術資

料として提出するものとする。 

また、工事条件などから必要に応じて、詳細設計付工事などにより工事の発注を行    

うことも可能とする。 
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3.2 トンネル照明設計 
トンネル照明には基本照明（停電時照明を含む）、入口部照明、出口部照明及び特殊

構造部の照明（分合流部、非常駐車帯、歩道部等）があるが、入口部及び出口部照明は

高い野外輝度から基本照明までの境界部、移行部、緩和部で構成され、基本部の 10 倍

程度の設計路面輝度が必要で、照明灯具も大きな定格光束（20,000lm 以上）が必要と

なるが、現時点の LED 照明灯具では高出力化が困難であるため、入口部、出口部照明

は対象としない。そのため、LED トンネル照明は当面、基本照明（停電時照明）及び特

殊構造部照明の一部を対象とする。 

   

3.2.1 トンネル照明 

LEDを使用したトンネル照明は、基本照明を対象にするものとする。 

 

3.2.1.1 性能指標の決定 

基本照明の性能指標は、平均路面輝度、輝度均斉度、視機能低下グレア、誘導性とす

る。 

1. 平均路面輝度 

トンネル内の平均路面輝度は、設計速度に応じて表 3.9 の値を標準とする。 
 

表3.9 基本照明の平均路面輝度 

設計速度（km/h） 平均路面輝度（cd/m2） 

100  9.0 
80 4.5 
70 3.2 
60 2.3 
50 1.9 

40 以下 1.5 
注．ここで用いる設計速度は、道路線形等の幾何構造のほか、 

交通の状況、最高速度の制限等、交通規制の状況などに 

応じて適宜定めるものとする。 

 

トンネル1本当りの交通量が10,000台/日未満の場合は基本照明の平均路面輝度

を表3.9の値の1/2まで低下させてもよい。 

また、トンネル内走行時間が135秒以上となるような延長を有するトンネルにつ

いては、トンネル入口から走行時間が135秒以降の部分の平均路面輝度を表3.9の
値の65％まで低下させることができる。 

ただし、この場合においても0.7 cd/m2未満であってはならない。 
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2. 輝度均斉度 

輝度均斉度は総合均斉度とし、表 3.10 を原則とする。 
 

表3.10 総合均斉度 

道路分類 総合均斉度 

トンネル 0.4以上 
 

また、車線軸均斉度は推奨値とし、0.6 以上とする。ただし、一般国道で設計速

度 60km/h 以下の場合に、交通量により平均路面輝度を低減しているトンネルの車

線軸均斉度はこの限りでない。 

 

   3. 視機能低下グレア 
視機能低下グレアは、相対閾値増加を原則として表 3.11 とする。 
 

表3.11 視機能低下グレア 

道路分類 相対閾値増加（%）

トンネル 15以下 

 

4. 誘導性 

適切な誘導性が得られるよう、灯具の高さ、配列、間隔等を決定するものとする。 

トンネル内に分合流部のある場合は、 運転者が分合流部の存在を安全な距離手前

から確認できるとともに、分合流に伴う車線の変化状況を把握しやすくするため、 

灯具の配列などによる光学的誘導効果を利用することが有効である。 

 

5. 壁面輝度 

運転者がトンネル内を安全、円滑に走行するためには、路面だけでなく、壁面、

天井面も含めた明るさのバランスにも配慮した良好な視環境を作り出す必要がある。 

壁面輝度は、路上からの高さ 1m までの範囲を対象に平均路面輝度との比とし、

表3.12を推奨値とする。 
 

表3.12 壁面輝度の推奨値 

壁面仕上げ 路面舗装 
壁面輝度比 

（路面：壁面） 

内装板あり 
コンクリート

比較的路肩が狭い場合 1 : 1.5 

上記以外の場合 1 : 1 

アスファルト 1 : 1 

内装板なし － 1 : 0.6 
   注1. 歩道を有するトンネルでは、壁面が障害物の背景とならないため、歩道 

側の壁面輝度比はこの限りではない。 

    注2. 比較的路肩が狭い場合とは、路肩幅員が0.75m程度までとする。 
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 3.2.1.2 灯具の配置 

1. 灯具の取付高さ 

灯具の取付高さは、路面の輝度分布の均一性を出来るだけ良好に保つと同時に、

灯具のグレアによる悪影響をできるだけ少なくするため、原則として4～5m程度以

上の高さとする。 

 

2. 灯具の配列 

照明灯具の配列は、向き合せまたは千鳥配列を原則とするが、幅員が狭いなど、

状況に応じて、片側または中央配列とすることができる。図3.14に照明灯具の配列

例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    S：灯具の間隔 

 

図 3.14 灯具の配列 

 

3. 灯具の間隔 

灯具の間隔S は、路面の輝度均斉度とちらつきに影響を与えるので、その設定に

あたっては下記の内容を考慮する必要がある。 

1) ちらつきの明暗輝度比が少ないほど不快感が少ない。 

2) ちらつきによる不快感は、明暗の周波数が 2.5Hz 以下または 25Hz 以上の場

合にはほとんど問題にならず、5～18Hz の間が最大である。 

灯具

(b)千鳥配列

(c)中央配列

(d)片側配列

(a)向合せ配列

S S

S S

S S

S S
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3) 明るくなる時間が明暗の 1 周期の 25％程度をとなる場合（明暗時間率 25%）

を中心にして、それより大きく、または小さくなるほど不快感は減少する。 

ちらつきによる不快感を少なくするためには表 3.13 に示す明暗輝度比、明暗

時間率、明暗の周波数の関係を避けることがよい。 
 

表3.13 ちらつきによる不快感を少なくするための三つの要素の関係 

明暗輝度比 避けるべき明暗の周波数

(Hz) 
避けるべき明暗時間率(%)

50 
40 
30 
20 
10 

3.5～17 
4.0～16 

 4.5～14.5 
 5.0～12.5 

－ 

 5～62 
 6～59 
 7～56 
 9～51 
15～40 

 注 
ちらつき光の暗輝度

ちらつき光の明輝度
明暗輝度比＝  

    100×
ちらつき光の暗時間

ちらつき光の明時間
明暗時間率＝  

 

灯具の間隔の設定にあたっては、表 3.13 をもとにちらつきによる不快感を少

なくするための検討を行い、できるだけこれを避ける配列と灯具の間隔を設定

すること。各設計速度に応じて 5～18Hz のちらつきによる不快感を除くため

に避けるべき灯具の間隔を表 3.14 に示す。 
 

表3.14 ちらつき防止のために避けるべき灯具の間隔 

設計速度（km/h） 灯具の間隔（m） 

100 1.5～5.6 
80 1.2～4.4 
70 1.1～3.9 
60 0.9～3.3 
50 0.8～2.8 
40 0.6～2.2 

 

ただし、明暗輝度比が 10 以下の場合は、表 3.14 に制約されることなく、灯

具の間隔を設定できる。さらに、灯具を連続して取り付けるような場合や短い

トンネルでは下記の理由により問題にしなくてもよい。 

1) 灯具を連続して取り付けるような場合には、明暗輝度比、明暗時間率が小

さくなるので、これをあまり問題にしなくてもよい。 

2) ちらつきによる不快感は、ある程度の時間継続する場合に起こるので、走

行時間が30秒以下の短いトンネル（設計速度が80km/hの場合、約670mに

相当）や入口照明区間では問題にする必要はない。 
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3.2.2 特殊構造部 

特殊構造部の照明においては、設計速度における所要路面輝度、照明対象の所要

照度などから LED 照明灯具の性能、設置方法などを考慮して LED 照明灯具の適

応性をそれぞれ検討するものとする。 
 

 

3.2.2.1 分合流部 

分合流部には、運転者がその位置と道路線形を安全な距離から視認でき、交通流

の変化に安全に対処できるような照明施設を設ける。分合流部の照明は、以下に示

す点が重要である。 

・明るさを増加することによる位置の明示。 

・光学的誘導効果を考慮した灯具配置。 

分合流部の照明は交通量に応じて、基本照明、平均路面輝度の1.5倍から2倍とす

るのがよい。その照明範囲は、原則としてノーズの先端から車道部のテーパーの終

端までとする。 

 

 

3.2.2.2 非常駐車帯の照明 

非常駐車帯には、その位置が視認でき、かつ一時的に待避している車両の存在を

走行中の車両から確認するため、照明施設を設ける。 

非常駐車帯の照明は、その設置目的から、遠方からその存在が良くわからなけれ

ばならないので、以下に示すような手法が有効である。 

・明るさを増加することによる位置の明示。 

・灯具の配置や光源の光色を変えることによる位置の明示。 

非常駐車帯は、夜間減灯時においても基本照明と併せて平均路面照度 50 lx以上

を保つように照明施設を設置する。 

なお、本線の設計照度が高い場合には、非常駐車帯の照度は本線の照度と同等以

上にする。 

 

 

 3.2.2.3 歩道部の照明 

歩道を有するトンネルの歩道部において、歩行者等が安全に歩行できるように必

要に応じて設置する。 

歩道を有するトンネル歩道部の推奨照度は、夜間減灯時においても、平均路面照

度 5 lx 以上の明るさを確保することが望ましい。トンネル照明のみで、所要照度を

満足する場合は歩道部専用の照明施設を設置する必要はない。 

基本的に基本部の照明設計において歩道部の照度を確保できるように設計するこ

と。別に歩道部照明を設置する場合には、LED 照明灯具の適応性については別途検

討を行う。 
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3.2.2.4 避難通路の照明 

避難通路には、非常時の避難や安全などを確保するために照明施設を設ける。 

避難通路の推奨照度は以下のとおりとする。 

避 難 坑 … 平均路面照度 10 lx 以上 

避難連絡坑 … 平均路面照度 20 lx 以上 

    避難通路は本線トンネルと断面及び路幅が異なるため LED 照明灯具の適応性に

ついては別途検討を行う。 

 

 

3.2.3 停電時照明 

停電時照明は，停電時における危険防止のため，必要に応じて設けるものとし、

基本照明の一部を兼用することができる。 

一般に延長 200 m 未満の直線に近いトンネルでは，出口がよく見通せ、停電の場

合でも比較的容易に通過できることから、停電時照明を設置しなくてもよい。ただ

し、屈曲し出口の見えないようなトンネルでは，200 m 未満の短いトンネルであっ

ても停電時照明を設置することができる。 

LED 照明灯具の場合は、基本的に直流で動作するため、交流で動作する照明灯具

と停電時照明方式が異なり、LED モジュールの一部又は全部を電池若しくは直流電

源で容易に点灯させることが可能である。灯具の更新も考慮し、既存の電源設備な

どを調査の上、LED 照明灯具の特性を生かして適切な停電時照明となるように検討

するものとする。 

停電時照明の電源方式は次による。 

 
1. 無停電電源装置によって電源供給する方式 

この方式には次の二つがある。  

（1） 灯具組み込み電源によって電源供給する方式 

① トンネル延長が短く、受電室を設けない場合又は無停電電源装置を設

けることが著しく不経済である場合には、照明灯具内に蓄電池を組み込

んだ非常用灯具を使用する。 

② 非常用灯具による照明は、基本照明の概ね 1/8 以上の明るさで、点灯

することが可能な電池容量をもつものとする。 

（2） 電気室等に設置した無停電電源装置又は蓄電池によって電源供給する方式 

① 無停電電源装置による交流電源を供給する方式又は蓄電池による直流

電源を供給する方式がある。その照明レベルは、基本照明の概ね 1/8 以
上の明るさを確保するものとする（蓄電池による直流電源供給方式は、

交流停電後に LED 照明灯具に直接直流電流を供給し、一定の光束を確

保する方式）。 

② 無停電電源装置又は蓄電池の容量は、主電源の停止後必要な点灯時間

を確保するものとする。  
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2. 予備発電設備によって電源供給する方式 

     予備発電設備（自家発電設備）により基本照明の一部を使用した停電時     

照明に交流電源を供給する場合の照明レベルは、基本照明の概ね1/4 以上の

明るさとする。 

 

 

3.2.4 トンネル照明の運用 

トンネル照明は，交通の安全に配慮のうえ，効率的かつ経済的に運用するものと

する。 

 

 

3.2.4.1 基本照明の調光  

交通量の低減する夜間においては，基本照明の路面輝度を低減することができ

る。基本照明は，夜間は表 3.2.1-1 に示す値の 1/2，深夜は 1/4 程度に調光するこ

とを基本とする。ただし、その場合でも平均路面輝度は 0.7cd/m2以上、総合均斉

度は 0.4 以上とするが、できるだけ高く維持することが望ましい。 

LED 照明の調光は一般的にモジュール制御装置の調光機能により可能であり、

制御設備（制御線等）を考慮すると共に、プログラム制御方式等も含めて総合均

斉度等に優れた最適な調光制御方式を検討するものとする。 

 

 

3.2.5 照明設計 

3.2.5.1 基本照明の概略設計 

基本照明は、施設整備計画に基づき、合理的かつ経済的な照明施設の設計を行

うものとする。 

 

1．基本照明の設計手順 

トンネル照明の設計は、設置基準・同解説に準拠した規定値および推奨値を所定

の計算方法により算出し、経済性等を総合的に検討して照明施設を決定するもので

ある。 

  



 

51 

基本照明の設計手順を図 3.15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.15 基本照明の設計手順 

 

2．照明計算（光束法） 

  光束法はトンネル照明の概略設計段階で、LED照明の適応性確認、灯具間隔の設

定などに用いることを目的とする。LED照明の場合は灯具の性能や配光などが製造

者により異なるため、最終的な照明設計は逐点法により行わなければならない。 

(1) 設計条件の設定 

設計条件となる設計速度及び路面の種類を設定する。 

(2) 性能指標の設定 

3.2.1.1「性能指標の決定」にしたがい、設計速度により各性能指標の規定値を

設定する。 
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(3) 照明器材の選定 

HID 照明の場合は照明器材の選定によって設計上の定格光束及び照明率を設

定することが可能であるが、LED 照明の場合は灯具が特定できない設計時点で定

格光束や照明率の設定が困難である。 

光束法におけるトンネル基本部の照明設計は基本的に道路の連続照明と同じ

計算式を用いており、トンネル条件において路面輝度を確保するための、所要光

束Fr は、定格光束F と路面の照明率U を乗じた値（Fr=F×U）を満足する照明

灯具を選定する必要がある。 

しかし、トンネル照明の設計はトンネル条件で標準的灯具間隔を規定すること

が難しく、当該照明灯具の定格光束と算定される照明率から灯具間隔S を算出す

る場合が多い。 

したがって、光束法ではトンネル照明灯具を設定し、定格光束及びトンネル条

件によって算出される照明率により、当該灯具における灯具間隔の算出すること

となり、照明灯具毎に算出される灯具間隔と灯具の性能やコストを含めて全体と

して最も適切で有利な照明灯具を選定することが原則である。 

実証実験における LED トンネル照明灯具の定格光束は 3,200lm～8,600lm 程

度であり、(5) 3）に示す標準的照明率又は当該灯具の特性とトンネル条件で算定

される照明率及び所要路面輝度から、概略の灯具間隔を算定することができる。 

ここでは個別LED照明灯具の定格光束及び照明率が明確になっている場

合における光束法による照明計算を行うものである。 
 

(4) 灯具配置の決定 

灯具配置は、3.2.1.2「灯具の配置」に基づき決定する。 

 

(5) 照明設計 

1)  計算式 

照明計算は、3.1.3.1 2 (5)「照明設計」の(3.1-1)式に示す計算式を基にした
光束法により行う。 
 

      Ｆ・Ｕ・Ｍ・Ｎ 
   Ｌr＝──────────  …………………………… (3.1-1) 
       Ｓ・Ｗ・Ｋ 

  

ここで Ｌr：平均路面輝度 (cd/m2) 
Ｆ ：定格光束 (lm) 
Ｕ ：照明率 

Ｍ ：保守率 

Ｎ ：配列係数（片側配列・中央配列・千鳥配列Ｎ=1、向合せ配列Ｎ=2） 
Ｓ ：灯具間隔 (m) 
Ｗ ：道路幅員 (m) 
Ｋ ：平均照度換算係数 (lx/cd/m2) 



 

53 

2)  平均照度換算係数 
平均照度換算係数は表3.15を標準とする。 
 

表 3.15 平均照度換算係数 (lx/cd/m2) 

舗装種別

照明方式 
コンクリート アスファルト 

対称照明 13 18 

 

3)  照明率 

  トンネル照明において従来の照明器具は照明率曲線から①路面、壁面及び

天井面の照明率を換算して車道の照明率を求めると共に、②壁面照度を算定

し③輝度比を求めている。 

考え方は以下の通りであり、LED トンネル照明の場合でも直射照明率曲線

やトンネルの壁面条件が明確な場合は同様の計算により照明率を求める。 

 

① 路面 

図3.16に示す断面のトンネルにおける照明率の計算は、車道幅員（W）に

対して次の式で求める。 

 

図 3.16 トンネル断面 

 

 

全路面（Ｗ０）の照明率  

Ｕ４＝Ａ４１・Ｕ１０＋Ａ４２・Ｕ２０＋Ａ４３・Ｕ３０＋Ａ４４・Ｕ４０ ･･･（3.2.6-1） 

車道（Ｗ）の照明率   

Ｕ４’＝Ｕ４０’＋（Ｗ／Ｗ０）×（Ｕ４－Ｕ４０）･･･（3.2.6-2） 

ここに、 

Ｗ０ ：路面全幅員 (m) 
Ｗ  ：車道幅員 (m) 
Ａ４１ ：照明率を求めるための係数（天井面） 

Ａ４２ ：照明率を求めるための係数（器具に近い壁面） 

Ａ４３ ：照明率を求めるための係数（器具に遠い壁面） 

Ａ４４ ：照明率を求めるための係数（路面） 

Ｕ１０ ：天井面に対する直射照明率 
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Ｕ２０ ：器具に近い壁面に対する直射照明率 

Ｕ３０ ：器具に遠い壁面に対する直射照明率 

Ｕ４０ ：路面全幅員に対する直射照明率 

Ｕ４０’ ：車道幅員に対する直射照明率 

  

路面の照明率を求めるための係数（Ａ４１、Ａ４２、Ａ４３、Ａ４４）は、「設置基準・

同解説」付表2-24から求める。 

照明率 (Ｕ１０、Ｕ２０、Ｕ３０、Ｕ４０、Ｕ４０’)は、使用する照明器具の直射照明率

曲線から求める。 

なお、コンクリート及びアスファルト舗装路面の反射率は、 

    コンクリート ：  25% 

    アスファルト ： 10% 
とする。 

 

 

② 壁面 

同様に、路面上1.0mの壁面（Ｈｍ）に対する照明率は 

器具に近い全壁面Ｈ０に対する照明率 

Ｕ２ ＝Ａ２１・Ｕ１０＋Ａ２２・Ｕ２０＋Ａ２３・Ｕ３０＋Ａ２４・Ｕ４０ 

器具に遠い全壁面Ｈ０に対する照明率 

Ｕ３ ＝Ａ３１・Ｕ１０＋Ａ３２・Ｕ２０＋Ａ３３・Ｕ３０＋Ａ３４・Ｕ４０ 

器具に近い壁面Ｈｍに対する照明率 

Ｕ２’＝Ｕ２０’＋（Ｈｍ／Ｈ０）×（Ｕ２－Ｕ２０） 

器具に遠い壁面Ｈｍに対する照明率 

Ｕ３’＝Ｕ３０’＋（Ｈｍ／Ｈ０）×（Ｕ３－Ｕ３０） 

壁面の照明率(Ｕ)は，（Ｕ２’＋Ｕ３’）／２ 

ここに、 

Ｕ２０’ ：器具に近い壁面Ｈｍに対する直射照明率 

Ｕ３０’ ：器具に遠い壁面Ｈｍに対する直射照明率 

壁面の照明率を求めるための係数（Ａ２１、Ａ２２、Ａ２３、Ａ２４）は、「設置基準・

同解説」付表2-24から求める。なお、Ｗ０/Ｈ０と反射率とがこの表に出ていな

い時には、比例補完して求める。 

照明率 (Ｕ１０、Ｕ２０、Ｕ３０、Ｕ４０、Ｕ２０’、Ｕ３０’)は、使用する照明器具の

直射照明率曲線から求める。 

 

③ 輝度比の算出 

壁面を完全拡散面と仮定して壁面輝度を求める。壁面輝度比は、各値を

下記の算出式（3.2.6-3）に代入して求める。 

ＬＷ／Ｌｒ＝Ｋ・（ρＷ／π）・(Ｗ/Ｈｍ)・(（Ｕ２'＋Ｕ3') ／（２・Ｕ）)  

･･･（3.2.6-3） 
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ここに、 

ＬＷ ：平均壁面輝度（cd/m2） 

Ｌｒ  ：平均路面輝度（cd/m2） 

ρＷ  ：壁面の反射率 

π  ：円周率 

Ｗ  ：車道幅員(m) 

Ｈｍ ：計算対象とする壁面高さ（m） 

Ｕ２' ：対象壁面Ｈｍから近い器具の照明率 

Ｕ３' ：対象壁面Ｈｍから遠い器具の照明率 

Ｕ  ：路面の照明率 

Ｋ  ：平均照度換算係数 (lx/cd/m2) 
 

トンネル内に内装が施される場合は，内装の反射率，内装の高さより平

均の反射率を求めて壁面と路面の輝度比を算出するものとする。内装板の

標準的な反射率は60%とする。    
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（a）トンネル断面と角度の取り方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

（b） 直射照明曲線 

 

図 3.17 トンネル断面と直射照明率を求めるための例 
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 LED トンネル照明の場合もLED 道路照明と同様に、灯具の配光は製造者の

設計により異なるため、設計時点で図 3.17 のような標準的直射照明曲線を設定

し、具体的な灯具毎の照明率を算定することは難しい。 

実証実験の結果では、壁面、天井面の反射率を考慮した車道(W)の照明率は

0.412～0.713 で平均 0.536 であるため本ガイドライン(案)では、標準的な照明

率 0.54 として設定し、概略の照明設計を行う場合に適用する。 

 トンネル条件が特殊な場合は照明率の値を適切に変更することができるもの

とし、反射面の状況の悪い古いトンネルなどでは低い値とし、新設トンネルな

どで内装板等が考慮されている場合は高い値として概ね0.5～0.6の間で設定の

変更を可能とする。 

 トンネル照明灯具が特定されて、灯具の定格光束及び直射照明曲線が明確に

なる場合は、上述のように照射方向も考慮し路面壁面の照明率、輝度比を算出

して光束法による適切な灯具間隔を算定する。最終的には、逐点法により平均

路面輝度、総合均斉度、相対閾値増加などの性能指標を確認するものとする。 

 
4)  保守率 

照明施設は光源の光束の低下や器具の汚れ等により、平均照度が設置当

初の値より減少する。この減少の程度を設計時に見込んでおく係数が保守

率である。 

この減少の程度は、道路構造、交通状態、光源の交換時間、器具の清掃間隔

等によって異なる。LED モジュールの定格寿命の規定において周囲温度条件を

30℃としているが実環境上では 30℃以下で動作することが大半であり、また初

期光束補正機能を有する場合には定格電流よりも低い値で点灯することから

LED モジュールの光束維持率は定格寿命において 80％以上とする。 

したがって、器具の汚れを考慮した器具の設計光束維持率を 90％とした場合、

標準的な保守率の値は 0.7 となる。 

トンネル内では、これに壁面反射率の低下を考慮し、日交通量に応じた保守

率の標準値を表 3.16 に示す。なお、道路構造や交通状況等に応じて±0.05 の範

囲で選択できるものとする。 

 

表 3.16 保守率の標準値 

日交通量 保守率 

20,000 台以上 0.55 
10,000 台以上 20,000 台未満 0.60 
5,000 台以上 10,000 台未満 0.65 

5,000 台未満 0.70 
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3.2.5.2 具体的設計手順 

    トンネル基本照明の設計は、発注時点でLED照明灯具の性能が応札者によって

異なり、計画段階においても灯具の性能（定格光束、照明率等）が想定できない

と器具間隔の算出、設定が困難である。設計段階では灯具の性能を実証実験など

から想定し、標準的な光束法などで概略設計を行い他の照明機材と比較を行う。 

具体的設計はトンネル照明工事の応札者が使用する照明灯具が決定し、照明灯

具の定格光束及び配光（直射照明率曲線）が明確になった時点で行うものとし、

3.2.5.1の光束法による計算手順と逐点法により行うものとする。 

総合均斉度、車線軸均斉度、視機能低下グレアは逐点法により確認するものと

し、計算ソフトはCIE Pub.30.2 -1982 に準拠するものとする。 

 

 (1) 性能指標の決定 

3.2.1.1 に従い設計速度や交通量に応じて、特記仕様書で示される道路状況等

に応じた性能指標を決定する。 

(2) 照明方式の選定 

特記仕様書で示される道路状況等に応じたトンネル基本照明部の灯具配置

を 3.2.1.2 の灯具配列に準じて決定する。 

(3) 灯具配置の決定 

灯具間隔及び照射方向について以下の手順で設計する。 

① 灯具間隔の設定 

灯具間隔は、概略設計として3.2.5.1 2 (5)「照明設計」の計算式を基にし

た光束法により算出する。その際には定格光束、配光（直射照明率曲線）な

どは当該照明灯具の値を用いて算出する。 

算定された灯具間隔に基づき、各照明性能要件（輝度均斉度、視機能低下

グレア、壁面輝度比、ちらつき）が満足されるように逐点法により検証を行

うものとする。計算方法は、輝度均斉度および視機能低下グレアについては、

3.1.3.1  3.照明計算（逐点法による輝度計算）、壁面輝度比については、3.2.
5.1  2. (5) 3）③（輝度比の算出）、ちらつきについては3.2.1.2「灯具の配置」

により検証するものとする。 

検証計算により、照明性能要件が満足されない場合は、灯具間隔の変更又

は次に示す照射方向の設定の変更を行い、照明性能要件が満足されるように

フィードバックを行って、所要の照明性能要件を満足するように設計するも

のとする。 

 

② 照射方向の設定 

灯具間隔を設定する上で、照明性能要件が満足されない場合には、灯具の

照射方向（光軸の角度）の設定を行い①のフィードバックを繰り返し、灯具

間隔と合わせて照明性能要件を満足するように設計の最適化を行う。歩道を

有するトンネルの場合、歩道側を照射する灯具の照射方向についても車道部

とのバランスを確保しつつ同様に調整する。 
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③ 採用照明灯具の変更 

灯具間隔及び照射方向の設定を行っても所要の照明性能要件を満足するこ

とができない場合は、照明灯具の変更（定格光束、配光の変更）を検討する。 

 

(4) 設計の手順 

基本設計段階、発注段階の照明設計及び発注図書の作成においては、具体

的な照明灯具の定格光束及び配光（直射照明率曲線）が明確になっていない

ため、光束法においても3.2.5.1 2 (5)照明設計における定格光束、照明率に

関しては想定の値として設定することになる。定格光束及び照明率に関して

は本ガイドライン(案)による他、技術動向などを勘案して適切な値により設

計することを可能とし、算定結果は発注者として設定照明灯具における標準

的な灯具間隔とすることができる。 

実際には、トンネル毎に設計条件が異なるため、本ガイドライン(案)によ

るLED照明の標準的設計を用いてLED照明以外の光源との概略比較設計を

行いライフサイクルコストも含めて、LED照明が優位と判断される場合には、

個別に詳細な検討を行って特記仕様書などの発注図書を作成することになり、

特記仕様書における照明性能要件（仕様）は性能規定とし、性能指標を規定

するものとする。 

入札契約段階では応札者は、発注図書及び本ガイドライン(案)に基づき応

札に使用する照明灯具の定格光束、照明率などの値を基に、当該灯具及び配

置設計が最終的に逐点法によって照明性能要件を満足することを確認し、技

術資料として提出するものとする。 

   また、トンネル条件、工事条件などから必要に応じて、詳細設計付工事や

高度技術提案型工事などにより工事の発注を行うことも可能とする。 
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４．照明灯具技術仕様 
4.1 LED 道路照明器具 
4.1.1 一般事項 

 本仕様は、道路照明施設に使用するLEDを光源とするLED道路照明器具（以下「器

具」という）に適用する。 

     

 

4.1.2 適用基準及び規格 
次の基準及び規格に適合するほか、本仕様によるものとする。 

電気用品安全法 

電気設備に関する技術基準を定める省令 
JIS C 8105-1:2010 照明器具-第１部：安全性要求事項通則 

JIS C 8105-2-3:2005  照明器具-第 2-3 部： 

  道路及び街路照明器具に関する安全性要求事項 

JIS C 8105-3:2006 照明器具-第３部：性能要求事項通則 

JIS C 8131:2006  道路照明器具 

JIS C 8153：2009  LED モジュール用制御装置－性能要求事項 

JIS C 8155:2010  一般照明用LED モジュール－性能要求事項 

JIL 5006：2010  白色LED 照明器具性能要求事項 

道路照明施設設置基準・同解説 平成19年10月 (社)日本道路協会 

（「設置基準・同解説」） 

道路･トンネル照明器材仕様書 平成20年改訂 (社)建設電気技術協会（「器材仕様書」） 

但し、規定事項に関し、重複する場合は本仕様書の規定を優先する。 

 

 

4.1.3 種 類 
器具の種類は表 4.1 に示すとおりとし、「器材仕様書」で規定する標準型照明用鋼製

ポールに取り付け可能なこと。 

 

表 4.1 器具の種類 

種類 配光 光源の種類 備考 

アーム取付形 カットオフ 白色LED 曲線形照明用ポール取付 

ポールヘッド形 カットオフ 白色LED 直線形照明用ポール取付 
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4.1.4 構造 
(1) 構造一般 

器具は、堅牢で防水性、耐候性、耐食性を有し、保守点検が容易なもので、正常

な使用状態において機械的、電気的及び光学的にその機能を継続的に保持できるも

のとする。 

1) 器具の形状寸法及び質量 

器具の形状寸法は特に規定しないが、受圧面積は正面方向 0.14 ㎡以下、側面方向

は 0.15m2以下とし、質量は 16kg 以下とする。 

なお、この規定値外の場合は、JIL 1003：2009「照明用ポール強度計算基準」に

規定する所定の計算を行い確認するものとする。 

2) 照明ポールとの接合部 

照明ポールとの接合部は、φ60.5×120 のアダプタに適合し、振動などにより器具

が回転したり脱落しない構造を有するものとする。 

3) 塵埃、固形物及び水気の侵入に対する保護 

JIS C 8105-1:2010「照明器具-第１部：安全性要求事項通則」に規定する IP23（従

来の防雨形に相当する）以上とし、固形物及び水気の侵入により有害な影響を及ぼ

してはならない。なお、LED モジュール及び反射板、レンズなどが収容される箇所

は IP 44 以上の保護等級とし、塵埃などの侵入により器具の光束維持率の低下を極

力小さくする構造とすること。また LED モジュール制御装置を器具内に内蔵する

場合も IP44 以上の保護等級とすること。 

4) 接地ボルト 

ポール支持金具に接地ボルトを設けるものとする。 

5) 合いマーク 

器具には、正常な取付位置を示す「合いマーク」をポールとの接合部に設けるも

のとする。 

6) 器具の取付け方法 

器具の取付け方法は、直線形照明用ポール取付けを標準とし、曲線形照明用ポー

ル取付けも対応可能な構造とし、2 つ以上の手段（2 本以上のボルト又は 2 つ以上

の同等な十分な強度をもつ手段）で固定するものとする。 

7) 落下防止構造 

器具とポールは、万が一取付部が緩んだ場合にも、大きく回転したり、落下しな

いように、落下防止構造を有するものとする。 

器具の落下防止構造としては、穴加工を施したポールアダプタの片側を貫通する

ボルト（M6 以上）、ポールと器具を接続する落下防止ワイヤー及び同ワイヤーを固

定可能な専用のボルト（M6 以上）を有する構造とする。 
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(2) 器具の材料及び部品 

器具を構成する主な材料及び部品は、次のとおりとする。 

1) 本 体 

器具の本体は、JIS H 5302:2006「アルミニウム合金ダイカスト」に規定するADC12
と同等の強度、防錆、耐食性のある材料（必要に応じ塗装を含む）を使用し、有害

な「す」、「割れ」、「錆」、「塗装むら」等のないものとする。 

2) ガラスカバー 

 ガラスカバーは、JIS R 3206:2003「強化ガラス」に規定するものと同等の強度及び

光透過性を有し、器具の光学的性能を継続的に十分満足させるもので、これらの支

障となる「亀裂」、「きず」、「泡」、「くもり」等が生じないものとする。 

3) 反射板及びレンズ 

   LED モジュールの配光制御は反射板またはレンズ方式とし、反射板を用いる場合

は、JIS H 4000:1999「アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条」に規定する

ものまたは樹脂を成形、表面処理したものと同等以上の耐久性を持つものとし、レ

ンズを用いる場合には、耐熱性、耐久性に優れた樹脂などを成形したものとする。

LED モジュールと反射板又はレンズ及びガラスカバーと組合わせて器具の光学性

能を継続的に十分満足するものとする。 

4) パッキン類 

パッキン類は、弾力性に富み、耐熱性を有し、吸湿性がなく、容易に劣化しない

材料を使用するものとする。 

5) ラッチ及び掛金 

 ラッチ構造を用いる場合は、従来器具と同等の品質を確保するため JIS H 
5301:1990「亜鉛合金ダイカスト」に規定するものにクロムめっきを施したもの、ま

たは JIS H 5302:2006「アルミニウム合金ダイカスト」に規定するものに合成樹脂焼

付け塗装を施したものもしくは、JIS G 4305:2005「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼

帯」に規定するステンレス製（SUS304 又は同等以上）のものを使用する。 

掛金を用いる場合は、従来器具と同等の品質を確保するため鋼板（標準寸法

2.3mm 以上）に電気亜鉛めっきを施したもの、または JIS G 4305:2005「冷間圧延ス

テンレス鋼板及び鋼帯」に規定するSUS304 又は同等以上の強度と耐久性を持つも

のとし、標準寸法は 2.0 mm 以上の板厚とする。なお、灯体の一部で、掛金の機能

を持たせても良いものとするが同等の強度を持つものとする。また、振動や地震動

で容易に開閉しない構造･強度を有するものとする。 

6) 丁番及び丁番軸 

 灯具に丁番構造を用いる場合は、JIS G 4305:2005「冷間圧延ステンレス鋼板及び

鋼帯」に規定するステンレス製（SUS304 又は同等以上）標準寸法 1.5mm 以上の

板厚とし、丁番軸は JIS G 4303:2005「ステンレス鋼棒」に規定するステンレス製

（SUS304B 又は同等以上）とする。なお、丁番および丁番軸は本体一体構造のも

のでも良いものとするが同等の強度を有するものとする。 

7) 器具内配線 

① 器具内配線と外部電線との接続は、端子台または防水コネクタにて行うものと
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する。プラス・マイナスの極性をもつものは、容易に消えない適切な方法で端子

またはその近傍に極性を表示するものとする。 

② 器具内配線と端子台との接続は、すべて圧着端子を使用するものとする。 

8) 端子台 

 端子台を用いる場合は、磁器製の端子とし、沿面距離 6mm 以上、空間距離 4mm
以上のものとする。接地用端子には、その近傍に  、Ｅ、  またはアースの表

示をする。 

9) ポール支持金具 

 ポール支持金具は、電気亜鉛めっきされた鋼板製または、表面処理を施した JIS H 
5302:2006「アルミニウム合金ダイカスト」に規定する ADC12 製と同等の強度、防

錆、耐食性のある材料（必要に応じ塗装を含む）を使用するものとする。 

10) 銘 板 

銘板は、容易にはがれないものとし、表示内容は 4.1.6 による。 

 

(3) 塗装 

 本体の塗装は、さび止め処理後上塗りとして合成樹脂系塗料を内外面１回塗り以

上とし、焼付塗装と同等の強度、防錆、耐食性を有するものとする。 

 

 

4.1.5 性能 

(1) 光学性能 

器具の光学性能は、JIS C 8131:2006「道路照明器具」附属書（規定）「道路照明

器具の配光測定方法」及び JIS C 8105-3:2006「照明器具-第３部：性能要求事項通

則」附属書（参考）「照明器具の配光測定方法」に規定する方法により測定するもの

とし、「設置基準・同解説」第 3 章、第 4 章、第 7 章に示す性能指標及び推奨値を

満足するものとする。 

なお、上方光束比（上半球光束比）は、器具を水平に取付けた状態で 5%以下と

する。  

 

 (2)  絶縁抵抗 

JIS C 8105-1:2010「照明器具-第１部：安全性要求事項通則」に規定する方法によ

り測定したとき、次の 1)の性能を満足すること。 

1) 絶縁抵抗は、次の 2)の方法により試験したとき、5MΩ 以上でなければならない。

また冷間で試験したとき、30MΩ以上であること。 

2) 絶縁抵抗試験は、連続点灯を行い器具各部の温度がほぼ一定になった後、両端子を

一括したものと非充電金属部との間の絶縁抵抗を JIS C 1302:2002「絶縁抵抗計」に

規定する 500V 絶縁抵抗計またはこれと同等以上の精度を有する測定器で測定する。  
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(3) 耐電圧 

JIS C 8105-1:2010「照明器具-第 1 部：安全性要求事項通則」に規定する方法によ

り測定したとき、次の 1)の性能を満足すること。 

1) 耐電圧は、次の 2)の方法により試験したとき、これに耐えなければならない。 

2) 耐電圧試験は、絶縁抵抗試験のすぐ後で充電部と非充電金属部との間に周波数

50Hz、または 60Hz の正弦波に近い試験電圧（2U+1000V）を 1 分間加え、異常が

無いことを確認する。 

3) 器具外部に設置する独立形 LED モジュール制御装置を使用する場合は、器具と制

御装置を組み合わせた状態にて行なう。 

 

(4) 耐熱衝撃 

器具の耐熱衝撃は、JIS C 8131：2006「道路照明器具」より、JIS C 8105-2-3:2005 「照

明器具-第 2-3 部：道路及び街路照明器具に関する安全性要求事項」（熱衝撃試験）

に規定された方法により測定したとき、次の 1)の性能を満足すること。 

1) 耐熱衝撃は、次の 2)の方法により試験したとき、器具本体、ガラスカバー等に亀裂、

変形、または破損が生じないものとする。 

2) 耐熱衝撃試験は、器具を通常の使用状態で点灯し、各部の温度がほぼ一定になった

とき周囲温度より 10℃低い水を器具本体、ガラスカバー等に雨状に注水して行う。

ただし、注水する水の最低温度は、4℃とする。 

 

(5) 耐振動性 

 器具を取付け状態に固定し、振動数毎分 500～800 回、複振幅 2～3 mm で 5 分間

試験したとき、取付部のボルトのゆるみや器具に破損がないこと。 

 

4.1.6 表示 

器具の表面の見やすい箇所に、容易に消えない方法で次の事項を表示するものとする。 

① 形 式 

② 定格入力電圧(V) 
③ 定格消費電力(W) 
④ 屋外用 

⑤ 製造年月またはその略号 

⑥ 製造業者名、またはその略号 

⑦ IP 番号 

⑧ その他必要事項 

 

 

4.2 道路照明用 LED モジュール・LED モジュール制御装置 

4.2.1 一般事項 

本仕様は、道路照明施設に使用する LED 道路照明灯具の LED モジュール、LED モ

ジュール制御装置に適用する。 
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4.2.2 種別と適用規格 

   次の規格に適合するほか、本仕様によるものとする。 

    JIS C 8147-1:2005   ランプ制御装置-第 1 部：一般及び安全性別要求事項 

    JIS C 8147-2-13:2008 ランプ制御装置-2-13 部 

（直流又は交流電源用LED モジュール用制御装置の個別要求事項 

JIS C 8152：2007     照明用白色発光ダイオ－ド（LED）の測光方法 

JIS C 8153：2009     LED モジュール用制御装置－性能要求事項 

JIS C 8154：2009     一般照明用LED モジュール－安全仕様 

JIS C 8155：2010     一般照明用LED モジュール－性能要求事項 

JIS C 61000-3-2:2005 電磁両立性－第 3-2 部：限度値－高調波電流発生限度値 

                 （1相当たりの入力電流が20A以下の機器） 

 

4.2.3 LED モジュールの性能 

4.1.4 (1) 3)で規定する「塵埃、固形物及び水気の侵入に対する保護」の保護等級を

有した器具内に内蔵され、適切な放熱設計により長期間に渡って規定された光束を継

続的に維持するものとする。 

LEDモジュール制御装置と組み合わせた場合の初特性は表4.2を満足すると共に照

明灯具に応じたLED モジュールの規定光束を満足するものとする。 

 

表 4.2  LED モジュールの初特性（全光時） 

形式 
初特性（定格） 

相関色温度 （K） 平均演色評価数 Ra 
道路照明用 

白色LED 
5000 ～ 7000 60 以上 

 

4.2.4 LED モジュールの寿命 

  （1）寿命 

規定する条件で点灯させた LED モジュールが点灯しなくなるまでの時間または、

光束が点灯初期に測定した値（LED モジュールの規定光束）の 70％未満になった時

点（不点灯と見なす）までの総点灯時間のいずれか短い時間を LED モジュールの寿

命とする。 

 

（2）定格寿命 

一定の期間に製造された、同一形式のLED モジュールの点灯の残存率が 50％とな

る時間の平均値を定格寿命とし、その値を表 4.3 に示す。 

 

表 4.3  LED モジュールの定格寿命 

種類  定格寿命（h） 

白色LED 60,000 以上 
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   器具に装着した状態における LED モジュールの定格寿命が、表 4.3 に示す値以上

となるような放熱設計やLED モジュールの選定を行わなければならない。 

 

  （3）寿命の算出方法 

器具装着状態における LED モジュールの寿命は以下のいずれかの方法により計算

値または実験値等から求めたものを発注者に提出するものとする。 

計算又は実験の条件として、器具周囲温度は 30℃とし、器具装着状態のLED モジ

ュールに定格電流値を通電するものとする。 

①JIS C 8155 付属書C に示す寿命試験による値 

②IES LM80 に準拠した光束維持率試験からの推定値 

③温度加速度試験結果からアレニウスプロットによる使用温度による寿命推定値 

LED 単体部品の製造業者等のLED の動作条件を表す温度及び電流、並びに光

学的特性の維持率の時間変化の関係を示した技術資料と器具装着状態の LED
素子温度などから理論的に導き出した推定値を採用してもよい。 

 

 

4.2.5 LED モジュール制御装置の性能 

(1) 構造及び材料 

構造及び材料は、JIS C 8147-2-13:2008「ランプ制御装置-2-13 部（直流又は交流

電源用LED モジュール用制御装置の個別要求事項）」による。 

 

(2) 寸法 

照明ポールに収納する場合は、表 4.4 に示す各部の参考寸法に収まる大きさであ

り、ジョイントボックスとともに容易に取り付け、取り出しができることする。な

お、表 4.5 に照明用テーパーポールにおける LED モジュール制御装置取付け部で

のポール内径及び収納可能LEDモジュール制御装置の対角線上の参考寸法を示す。 

また、LED モジュール制御装置を照明器具に内蔵する場合は、4.1.4 構造に示す

器具の形状寸法及び質量の規定を満足すること。 

  

表 4.4 LED モジュール制御装置の寸法 

適合照明器具 
長さA（mm）

以下 

幅 B（mm）

以下 

高さC（mm） 

以下 
適用 

道路照明用 

白色LED 
550 125 120 

ポール内 

収納型 

注 1. LED モジュール制御装置 1 台でジョイントユニットとの組み合わせで使用す

る場合は、長さA を 700mm 以下とする。 

注 2. LED モジュール制御装置を複数台使用する場合は、ポール内への収納可否を

十分考慮すること。 
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表 4.5 照明用テーパーポールのLED モジュール制御装置取付位置での内径参考寸法 

ポールの
高さ 
（m） 

ポールの種類 
LED モジュール制御装置
取付けフック位置の内径

D（mm） 

内蔵可能LED  
モジュール制御装置 
の対角線上の寸法 

（mm） 

8 
直線形 

１灯用 142 132 
２灯用

長円形・折線形 
１灯用 140 130 
２灯用

10 
直線形 

１灯用 152 147 
２灯用

長円形・折線形 
１灯用 160 155 
２灯用

12 
直線形 

１灯用 172 162 
２灯用

長円形・折線形 
１灯用 180 170 
２灯用

 

(3) 口出線 

口出線は、JIS C 3306:2000「ビニルコード」または、JIS C 3327:2000「600V ゴム

キャブタイヤケーブル」と同等の性能を有する公称断面積 0.75 mm 2以上を使用する。

ポール内収納型の場合は、その長さは 700mm 以上付属すること。 

 

(4) 性能 

LED モジュール制御装置は、当該照明灯具の LED モジュールに対して十分な電

源供給能力を持つものとする。 
LED モジュール制御装置を照明ポール内に収納する場合は、ポール内の温度、湿

度条件の環境下において電源の ON/OFF が 1 回/日行われても長期間の使用に十分

耐えられるものとする。器具に内蔵する場合は、4.1.4 (1) 3）で規定する「塵埃、固

形物及び水気の侵入に対する保護」の保護等級を有した器具内において、灯具内の

温度、湿度条件の環境下において電源の ON/OFF が 1 回/日行われても長期間の使

用に十分耐えられるものとする。 

LED モジュール制御装置の定格入力電圧は、AC100～AC240V の範囲内とし、定

格周波数は 50/60Hz 共通仕様とする。 

 

(5) 諸特性 

当該 LED モジュールの最大使用電力に対して安定的に電力を供給する能力を有

するものとし、過電流の抑制等のLED モジュールの保護機能を有すること。 
LED モジュール制御装置の回路力率は 85%以上（全光時）とし、入力電力がで

きる限り小さい設計を考慮するものとする。 
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(6) 耐湿性及び絶縁性 

照明ポール内に収納する LED モジュール制御装置は、 JIS C 8147-1:2005  

「ランプ制御装置-第１部（一般及び安全性別要求事項）」（耐湿性及び絶縁性）に規

定された方法により測定したとき、以下の性能を満足すること。 

制御装置を相対湿度 91％～95％に保たれた加湿容器内に 48 時間以上保管し、加

湿処理の直後、約 500V の直流電圧を 1 分間印加し絶縁抵抗を測定し、2MΩ 以上

であること。 
  
(7) 雑音特性 

灯具から発生する雑音端子電圧、及び灯具から発生する雑音電力は、電気用品安

全法に規定された方法により測定したとき、下記の性能を満足すること。   

なお、器具外部に設置する独立型 LED モジュール制御装置を使用する場合は、

器具と制御装置を組み合わせた状態にて測定を行うこと。 

1)  端子電圧   526.5kHz～5MHz：56dB 以下 

5MHz～30MHz：60dB 以下 

2)  雑音電力   30MHz～300MHz：55dB 以下 

 

(8) 高調波電流 

有効入力電力が 25W を超える灯具（クラス C：照明機器）に対しては、JIS C 
61000-3-2:2011に規定する相対的限度値以下とする。 

なお、器具外部に設置する独立型 LED モジュール制御装置を使用する場合は、

器具と制御装置を組み合わせた状態にて測定を行うこと。 

 

表 4.6 クラスC の機器の相対的限度値 

高調波次数 n 
照明灯具の基本波入力電流の百分率として表

される最大許容高調波電流（％） 

偶数高調波 2 2 

奇数高調波 

3 30×λ 注） 

5 10 

7 7 

9 5 

11≦n≦39 3 
注）λは回路力率 
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(9) 耐雷サージ 

雷によって発生する雷サージにより、機器が破壊されるのを防ぐ機能。雷には直

撃雷と誘導雷があり、耐雷サージ性能は後者に対しての耐久性を示すものである。

JIS C 61000-4-5:2009 に規定するクラス4の条件、コモンモード（対地間）4kV、ノ

ーマルモード（線間）2kV の電圧負荷に対する耐久性以上とする。 

なお、灯具外部に LED モジュール制御装置を設置する場合は組み合わせた状態

にて測定を行うこと。 
 

   (10) 初期光束補正機能 

照明灯具設置当初の余剰な明るさを、ある一定の明るさ（設計値または規定値）

に自動的に調光する機能。器具内に照度センサーを内蔵させ点灯時の器具内部の明

るさを計測、またはプログラム制御によって自動的に光束補正を行うこと。 

 

 

4.2.6 LED モジュール制御装置の寿命 

 （1）寿命 

規定する条件で使用したとき、LEDモジュール制御装置が故障するか、出力が定格出力

未満となり、使用不能となるまでの総点灯時間をLED モジュール制御装置の寿命とする。 

 

（2）定格寿命 

一定の期間に製造された、同一形式の LED モジュール制御装置の寿命の残存率が

50％となる時間の平均値を定格寿命とし、その値を表4.7に示す。 

 

表 4.7 LED モジュール制御装置の定格寿命 

種類  定格寿命（h） 

白色LED 60,000 以上 

 

照明ポール内への設置または器具に内蔵した実際の使用状態においても定格寿命以

上となるよう回路設計や使用部品の選定等を行わなければならない。 

 

（3）寿命の算出方法 
LED モジュール制御装置の定格寿命は、以下のいずれかの方法により計算値または

実験値等から求めたものを発注者に提出するものとする。 

寿命推定における周囲温度及び実装などの条件は、器具に LED モジュール制御装

置を内蔵する場合は、器具周囲温度 30℃の装着状態、照明ポール内へ設置する場合は、

周囲温度 40℃として、当該LED モジュールの定格電流を供給するものとする。 

①温度加速度試験結果からアレニウスプロットによる使用温度による寿命推定値 

②使用する主要部品の最大温度ディレーティング率等から算定される寿命推定値 

③LED モジュール制御装置の製造者が規定する方法で算定した寿命推定値を実

装状態にて周囲温度条件により換算した値。 
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4.2.7 表示 

 LED モジュール制御装置には、見やすいところに容易に消えない方法で、次の事項

を表示する。 

① 名称 

② 定格入力電圧(V) 

③ 定格周波数(Hz) 
④ 定格入力電流(A) 

⑤ 定格入力電力(W) 
⑥ 製造業者名又はその略号 

⑦ 製造年又はその略号 

⑧ (PSE)マーク 

⑨ その他必要事項 

     器具に内蔵する場合は器具の銘板に表示しても良い。 
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4.3 LED トンネル照明器具 
4.3.1 一般事項 

(1)適用範囲 

本仕様は、道路照明施設に使用するLEDを光源とするLEDトンネル照明器具（基本

部照明用）（以下「器具」という）に適用する。 

 

 

4.3.2 適用基準及び規格 
次の基準及び規格に適合するほか、本仕様によるものとする。 

電気用品安全法 
電気設備に関する技術基準を定める省令 
JIS C 8105-1:2010 照明器具-第１部：安全性要求事項通則 

JIS C 8105-2-3:2005  照明器具-第 2-3 部： 

  道路及び街路照明器具に関する安全性要求事項 

JIS C 8105-3:2006  照明器具-第３部：性能要求事項通則 

JIS C 8131:2006  道路照明器具 

JIS C 8153：2009  LED モジュール用制御装置－性能要求事項 

JIS C 8155:2010  一般照明用LED モジュール－性能要求事項 

JIL 5006：2010  白色LED 照明器具性能要求事項 

道路照明施設設置基準・同解説 平成19年10月 (社)日本道路協会 

（「設置基準・同解説」） 

道路･トンネル照明器材仕様書 平成20年改訂 (社)建設電気技術協会（「器材仕様書」） 

但し、規定事項に関し、重複する場合は本仕様書の規定を優先する。 

 

 

4.3.3 種類 
器具の種類は、表 4.8 に示す側壁取付型を標準とする。 

表 4.8 器具の種類 

種類 
配光 

（取付位置）
光源の種類 備考 

側壁取付型 側壁 白色LED 
枠有り 

枠無し 
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4.3.4 構造 
 (1) 構造一般 

器具は、堅牢で防水性、耐食性を有し、保守点検が容易なもので、正常な使用状

態において機械的、電気的及び光学的にその機能を継続的に保持できるものとする。 

   塵埃、固形物及び水気の侵入に対する保護については、JIS C 8105-1:2010「照明  

器具-第１部：安全要求事項通則」に規定する IP55 以上とし、固形物及び水気の侵

入により有害な影響を及ぼしてはならない。なお、LED モジュール及び反射板、

レンズなどが収容される箇所は塵埃などの侵入により器具の光束維持率の低下を

極力小さくする構造とすること。 

 
 
(2) 構造及び材料部品 

器具の構造及び構成する主な材料及び部品は次のとおりとする。 

1)  本体 

本体は JIS C 8105-1:2010「照明器具-第 1 部：安全性要求事項通則」に規定する IP55
以上の機能を有するものとする。 

本体の材質は JIS G 4305:2005「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」のSUS304 に

適合する標準寸法 1.0mm の板厚または、プレス成形による無溶接とする。特記仕様

書において構造、材質などを指定する場合はこの限りでない。 

2)  取付脚 

取付脚は JIS G 3131:2005「熱間圧延軟鋼板及び鋼帯」の SPHC または JIS G 
3101:2004「一般構造用圧延鋼材」に適合する標準寸法 4.5mm の板厚のものにHDZ55
以上の亜鉛メッキを行ったものと同等以上の強度、防錆機能を持つものとする。ま

た、本体との間にゴムパッキンを挿入しねじ止めとする。 

3) ガラスカバー 

ガラスカバーは JIS R 3206:2003「強化ガラス」に適合する標準寸法 4.0mm 以上

の板厚のものと同等の強度及び光透過率を有し、器具の光学的性能を継続的に十分

満足させるもので、これらの支障となる傷、亀裂、くもりなどが生じないものとす

る。 

4) 反射板及びレンズ 

LED モジュールの配光制御は、反射板またはレンズ方式とし、反射板を用いる場

合は、JIS H 4000:2006「アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条」に規定す

るものを成形、または樹脂を成形、表面処理したもと同等以上の耐久性を持つもの

とし、レンズを用いる場合には、耐熱性、耐久性に優れた樹脂などを成形したもの

とする。LED モジュールと反射板又はレンズ及びガラスカバーと組合わせて器具の

光学性能を継続的に十分満足するものとする。 
5) パッキン 

 パッキンは弾力性に富み、耐熱性を有し、吸湿性がなく容易に劣化しないものと

する。 
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6) ラッチ 

 ラッチ構造を用いる場合は、JIS G 4305:2005「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」

のSUS316 製と同等の強度と耐久性を持つものとし、取付部分は防水処理を施すも

のとする。 

7) ヒートシンク 

 放熱手段としてヒートシンクを使用する場合は、JIS H 5302:2006「アルミニウム

合金ダイカスト」に規定する ADC12 と同等の強度と放熱性を持つものを使用する

ものとする。 

8) 器具内配線 

① 器具内配線と外部電線との接続は端子台にて行うものとする。 

② 器具内配線と端子台との接続はすべて圧着端子を使用するものとする。 

9) 端子台 

 端子台は磁器製または合成樹脂製でカバー付きとする。また、端子台のうち 1 端

子を接地用とし、区別のためにその近傍にＥ、  、 またはアースの表示をする

ものとする。 

10) 電源グランド 

 電源グランドは防水性を有する合成樹脂製のものとする。 

11) 銘板 

 銘板は容易にはがれないものとし、表示内容は 4.3.6 による。 

 
(3) LED モジュール及びLED モジュール制御装置の取付け 

 トンネル照明器具内に取り付けられるLEDモジュール及びLEDモジュール制御

装置は、脱着が可能な方法で取付けるものとする。 

 
 (4) 塗 装 

 本体の塗装は、外面のみ脱脂等の前処理後、上塗りとして合成樹脂系塗料を 1 回

以上塗り焼付塗装とし、同等の強度、防錆、耐食性能を有するものとする。 

 

 

4.3.5 性能 
 (1) 光学性能 

器具の光学性能は、トンネル内の側壁に取付けた状態で路面、壁面を効果的に照

明する性能を有するものとし、JIS C 8105-3:2006「照明器具-第 3 部：性能要求事項

通則」付属書（参考）「照明器具の配光測定方法」に規定する方法により測定を行い、

「設置基準・同解説」第 5 章、第 7 章に示す性能指標及び推奨値を満足するものと

する。 

なお、光出力比は、周囲温度－10～40℃において、JIS C 8105-3:2005「照明器具-

第 3 部：性能要求通則」付属書(参考)「照明器具の配光測定方法」に示す条件にお

ける値に対して 80%以上とする。 
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(2) 絶縁抵抗 

JIS C 8105-1:2010「照明器具-第 1 部：安全性要求事項通則」に規定する方法によ

り測定したとき 1）の性能を満足すること。 

1) 絶縁抵抗は、2）により試験をした時 5MΩ 以上でなければならない。また、冷間

で試験したとき、30MΩ以上であること。 

2) 絶縁抵抗試験は、連続点灯を行い器具各部の温度がほぼ一定になった後、両端子を

一括したものと非充電金属部との間の絶縁抵抗を、JIS C 1302:2002「絶縁抵抗計」に

規定する 500V 絶縁抵抗計またはこれと同等以上の精度を有する測定器で測定する。 

 
(3) 耐電圧 

JIS C 8105-1:2010「照明器具-第１部：安全性要求事項通則」に規定する方法によ

り測定したとき 1）の性能を満足すること。 

1) 耐電圧は、2）の方法により試験したとき、これに耐えなければならない。 

2) 耐電圧試験は、絶縁抵抗試験のすぐ後で充電部と非充電金属部との間に周波数

50Hz、または 60Hz の正弦波に近い試験電圧（2U+1000V）を１分間加え、異常が

無いことを確認する。 

3) 器具外部に設置する独立形LED モジュール制御装置を使用する場合は、器具と制  

御装置を組合せた状態にて行なう。 

 

(4) 耐熱衝撃 

器具の耐熱衝撃は、JIS C 8131：2006「道路照明器具」より、JIS C 8105-2-3:2005

「照明器具-第 2 部-3 部：道路及び街路照明器具に関する安全性要求事項通則」（熱

衝撃試験）に規定された方法により測定したとき 1)の性能を満足すること。 

1) 耐熱衝撃は、次の 2）の方法により試験したとき、器具本体、ガラスカバー等に亀

裂、変形、または破損が生じないものとする。 

2) 耐熱衝撃試験は、器具を通常の使用状態で点灯し、各部の温度がほぼ一定になった

とき周囲温度より 10℃低い水を器具本体、ガラスカバー等に雨状に注水して行う。

ただし、注水する水の最低温度は、4℃とする。 

 

 

4.3.6 表示 
 器具の見やすい箇所に、容易に消えない方法で次の事項を表示するものとする。 

① 形式 

② 定格電圧(V) 
③ 定格消費電力(W) 
④ 製造年月またはその略号 

⑤ 製造業者名またはその略号 

⑥ IP 番号 

⑦ その他必要事項 
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4.4  トンネル照明用 LED モジュール・LED モジュール制御装置 

4.4.1 一般事項 

本仕様は、トンネル照明施設に使用するLED トンネル照明灯具のLEDモジュール、

LED モジュール制御装置に適用する。 

 

4.4.2 種別と適用規格 

   次の規格に適合するほか、本仕様によるものとする。 

JIS C 8152：2007     照明用白色発光ダイオ－ド（LED）の測光方法 

JIS C 8153：2009     LED モジュール用制御装置－性能要求事項 

JIS C 8154：2009     一般照明用LED モジュール－安全仕様 

JIS C 8155：2010     一般照明用LED モジュール－性能要求事項 

JIS C 61000-3-2:2005 電磁両立性－第 3-2 部：限度値－高調波電流発生限度値 

                 （1相当たりの入力電流が20A以下の機器） 

 
 

4.4.3 LED モジュールの性能 

4.3.4 (1)で規定する「塵埃、固形物及び水気の侵入に対する保護」の保護等級を有し

た器具内に内蔵され、適切な放熱設計により長期間に渡って規定された光束を継続的

に維持するものとする。 

LEDモジュール制御装置と組み合わせた場合の初特性は表4.9を満足すると共に照

明灯具に応じたLED モジュールの規定光束を満足するものとする。 

 

表 4.9  LED モジュールの初特性（全光時） 

形式 
初特性 （定格） 

相関色温度（K） 平均演色評価数 Ra 
トンネル照明用 

白色LED 
5000 ～ 7000 60 以上 

 
 

4.4.4 LED モジュールの寿命 

 （1）寿命 

規定する条件で点灯させたとき、LED モジュールが点灯しなくなるまでの時間また

は、光束が点灯初期に測定した値（LED モジュールの規定光束）の 70％未満になっ

た時点（不点灯と見なす）までの総点灯時間のいずれか短い時間を LED モジュール

の寿命とする。 

（2）定格寿命 

一定期間に製造された、同一形式のLED モジュールの点灯の残存率が 50％となる

時間の平均値を定格寿命とし、その値を表 4.10 に示す。 
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表 4.10  LED モジュールの定格寿命 

種類  定格寿命（h） 

白色LED 60,000 以上 

器具装着状態で表4.10に示す値以上となるような放熱設計やLEDモジュールの選

定を行わなければならない。 
 

 （3）寿命の算出方法 

器具装着状態における LED モジュールの寿命は以下のいずれかの方法により計算

値または実験値等から求めたものを発注者に提出するものとする。 

計算又は実験の条件として、器具周囲温度は 30℃とし、器具装着状態のLED モジ

ュールに定格電流値を通電するものとする。 

① JIS C 8155 付属書C に示す寿命試験による値 

② IES LM80 に準拠した光束維持率試験からの推定値 

③ 温度加速度試験結果からアレニウスプロットによる使用温度による寿命推定値 

LED 単体部品の製造業者等のLED の動作条件を表す温度及び電流、並びに光学的

特性の維持率の時間変化の関係を示した技術資料と器具装着状態の LED 素子温度な

どから理論的に導き出した推定値を採用してもよい。 

 
 

4.4.5 LED モジュール制御装置の性能 

(1) 構造及び材料 

構造及び材料は、JIS C 8147-2-13:2008「ランプ制御装置-2-13 部（直流又は交流

電源用LED モジュール用制御装置の個別要求事項）」による。 

 

(2) 寸法 

LED モジュール制御装置の寸法は、照明器具内に収納できる寸法とし、器具の放

熱などを考慮して取り付けるものとする。 

 

(3) 口出線 

口出線は、JIS C 3306:2000「ビニルコード」または、JIS C 3327:2000「600V ゴム

キャブタイヤケーブル」と同等の性能を有する公称断面積 0.75mm2 以上を使用す

る。 

 
(4) 性能 

LED モジュール制御装置は、当該照明灯具のLED モジュールに対して十分な電

源供給能力を持つものとする。 
4.3.4 (1)で規定する「塵埃、固形物及び水気の侵入に対する保護」の等級を有し

た器具内に内蔵され、長期間の使用に十分耐えられるものとする。 

LED モジュール制御装置の定格入力電圧は、AC100V～AC240V の範囲内とし、

定格周波数は 50/60Hz 共通仕様とする。 
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なお、入力電圧が 240～460V の場合は、器具内にトランスを内蔵するものとす

る。 
 

 

(5) 諸特性 

当該 LED モジュールの最大使用電力に対して安定的に電力を供給する能力を有

するものとし、過電流の抑制等のLED モジュールの保護機能を有すること。 
LED モジュール制御装置の回路力率は 85%以上（全光時）とし、入力電力がで

きる限り小さい設計を考慮するものとする。 

 

(6) 雑音特性 

器具から発生する雑音端子電圧、及び器具から発生する雑音電力は、電気用品安

全法に規定された方法により測定したとき、以下の性能を満足すること。   

なお、器具外部に設置する独立型 LED モジュール制御装置を使用する場合は、

器具と制御装置を組み合わせた状態にて測定を行うこと。 

1)  端子電圧 526.5kHz～5MHz：56dB 以下 

         5MHz～30MHz：60dB 以下 

2)  雑音電力 30MHz～300MHz：55dB 以下 

 
(7) 高調波電流 

有効入力電力が 25W を超える灯具（クラス C：照明機器）に対しては、JIS C 
61000-3-2:2011に規定する相対的限度値以下とする。 

なお、器具外部に設置する独立型 LED モジュール制御装置を使用する場合は、

器具と制御装置を組み合わせた状態にて測定を行うこと。 

 

表 4.11 クラスC の機器の相対的限度値 

高調波次数 n 照明灯具の基本波入力電流の百分率として

表される最大許容高調波電流（%） 

偶数高調波 2 2 

奇数高調波 

3 30 × λ注） 
5 10 
7 7 
9 5 

11≦n≦39 3 
注）λは回路力率 

 
(8) 耐雷サージ 

雷によって発生する雷サージにより、機器が破壊されるのを防ぐ機能。雷には直

撃雷と誘導雷があり、耐雷サージ性能は後者に対しての耐久性を示すものである。
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JIS C 61000-4-5:2009 に規定するクラス4の条件、コモンモード（対地間）4kV、ノ

ーマルモード（線間）2kV の電圧負荷に対する耐久性以上とする。 

なお、灯具外部に LED モジュール制御装置を設置する場合は組み合わせた状態

にて測定を行うこと。 
 
(9) 初期光束補正機能 

照明灯具設置当初の余剰な明るさを、ある一定の明るさ（設計値または規定値）

に自動的に調光する機能。器具内に照度センサーを内蔵させ点灯時の器具内部の明

るさを計測、またはプログラム制御によって自動的に光束補正を行うこと。 

 

(10) 調光機能 

特記仕様書の規定により夜間又は深夜など指定する時間帯に設計路面輝度の 1/2、
1/4 などにLED モジュールの調光ができるものとする。調光の方式はタイマー若し

くは制御線によるものとし、特記仕様書の規定による。 

 

(11) 停電時照明機能 

特記仕様書の規定により、交流入力が断となった場合に、照明器具に内蔵した蓄

電池により 10 分以上LED モジュールを点灯させることができるものとする。 

 
4.4.6 LED モジュール制御装置の寿命 

（1）寿命 

規定する条件で使用したとき、LED モジュール制御装置が故障するか、出力が定

格出力未満となり、使用不能となるまでの総点灯時間を LED モジュール制御装置

の寿命とする。 

 

（2）定格寿命 

一定の期間に製造された、同一形式の LED モジュール制御装置の寿命の残存率

が 50％となる時間の平均値とし、その値を表 4.12 に示す。 

 

表 4.12  LED モジュール制御装置の定格寿命 

種類  定格寿命（h） 

白色LED 60,000 以上 

 

器具に内蔵した実際の使用状態においても定格寿命以上となるよう回路設計や使

用部品の選定等を行わなければならない。 

 

（3）寿命の算出方法 

LED モジュール制御装置の定格寿命は、以下のいずれかの方法により計算値ま

たは実験値等から求めたものを発注者に提出するものとする。寿命推計における  

器具周囲温度条件は 30℃とする。 
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① 温度加速度試験結果からアレニウスプロットによる使用温度による寿命推定値 

② 使用する主要部品の最大温度ディレーティング率等から算定される寿命推定値 

③ LED モジュール制御装置の製造者が規定する方法で算定した寿命推定値を実装

状態にて、周囲温度条件により換算した値。 

 

4.4.7 表示 

 LED モジュール制御装置には、見やすいところに容易に消えない方法で、次の事項

を表示する。 

① 名称 

② 定格入力電圧(V) 
③ 定格周波数 (Hz) 
④ 定格入力電流(A) 
⑤ 定格入力電力(W) 
⑥ 製造業者名又はその略号 

⑦ 製造年又はその略号 

⑧ (PSE)マーク 

⑨ その他必要事項 

 

 

4.5 参考資料 

以下はLED モジュール、LED モジュール制御装置の寿命推定の事例に関する参考資

料であり、高温下の加速度試験を行い温度条件で換算する等の方法もある。 

 

(1) LED モジュール設計寿命確認方法の事例 

1) 検証方法 

  寿命の検証方法は JIS C 8155 の規定によるものとする。但し、周囲温度につい

ては 30℃とする。 

寿命の検証は、製造業者等による試験によるほか、LED 単体部品の製造業者等の

LED の動作条件を表す温度及び電流、並びに光学特性の維持率の時間変化の関係を

示した技術資料などから、理論的に導き出した推定値を採用してもよい。 

 

2) 試験方法 

周囲温度 30℃の状態でLED 照明灯具を連続点灯し、温度が安定した状態で器具

内に組込んだ LED モジュールのケース温度測定を行い、測定結果から算定式で求

めたジャンクション温度が、設計寿命の温度管理値以内であることを確認する。 

まず、LED モジュールのケース温度測定を行い、その測定結果より、ジャンクシ

ョン温度を算定式で求める。 

この算出したジャンクション温度が、LED モジュール寿命特性の図表（LED モ

ジュールの製造業者による使用電流等をパラメータとした光束維持率の時間変化を

示した文書）による設計寿命の温度管理値以内であることを確認する。 
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算定式 

PRTT cjjC ×−= −  

CT  ：LEDモジュールケース温度（℃） 

jT
 

：LEDモジュールジャンクション温度（℃） 

cjR −  
：ジャンクション・ケース間の熱抵抗（℃／Ｗ） 

P  ：消費電力（Ｗ） 
 
 

(2) LED モジュール制御装置設計寿命確認方法の事例 

1) 検証方法 

器具周囲温度 30℃（器具に内蔵するLED モジュール制御装置の場合） 

周囲温度40℃（照明ポール内等に設置する独立型LEDモジュール制御装置の場合） 

周囲温度が安定した状態で、制御装置により照明灯具を連続点灯し、温度が安定

した時点で制御装置の主要部品の温度測定を行い、測定結果より寿命を検証する。 

ここで言う主要部品とは、電解コンデンサとする。 

 

2) 試験方法 

周囲温度：30℃又は 40℃ 

入力電圧・周波数：AC200V、50／60Hz 
接続負荷：試験用LED 照明灯具又は同等の負荷 

測定時間：点灯開始後、測定箇所の温度が一定となった状態で温度測定を実施 

評価方法：周囲温度 30℃又は 40℃において主要部品の測定温度が最大定格温度

以下になることを確認する。  
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５．LED 道路･トンネル照明のライフサイクルコスト算定 
5.1  LED 照明導入判断の考え方 

LED 照明の新規導入又は水銀やナトリウムランプなど HID 照明からの更新に当た

っては、安全な道路交通を確保するため、「3.LED 照明設計要領」で示す性能指標と

して平均路面輝度や平均路面照度、輝度均斉度、照度均斉度、相対閾値増加などの基

準を満足する必要がある。 
また、照明灯具の設置などに係わるイニシャルコストと照明に要する電気料などに

係わるランニングコストを合わせたライフサイクコスト（以下「LCC」という。）が

HID ランプによる道路照明と同等程度かそれ以上の経済性を確認する必要がある。 
LED 照明の導入判断における検討フローを図 5.1 に示す。 
 

 
図 5.1  LED 照明導入判断のフロー 

 
 

5.1.1  LED 照明灯具の適合性判断 
LED 照明の適合性については当該道路が表 3.1.3-3 で設計条件タイプへの適応が確

認できれば、当該道路に適合する LED 照明灯具が存在し、性能指標を概ね満足する

こととなる。設計条件タイプと異なる道路の場合は類似のタイプからの類推または

3.1.3 及び 3.2.5 に記載した照明設計の光束法による照明計算を行い適合性を確認す

るものとする。 
表 3.7 において導入可能と判定されていないものは、実証実験の公募において、応

募が無かったもの又は応募があっても性能指標を満足していなかったものである。要

因としては性能指標である所要平均路面輝度に必要な定格光束を有する LED 照明灯

具が存在しないことが推測され、今後 LED 素子の高効率化による定格光束増大、器

具への実装技術、放熱設計技術の進展により導入可能な LED 照明灯具が商品化され

ると考えられる。 
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5.1.2 LED 照明のライフサイクルコスト判定 

道路･トンネル照明の新設もしくは照明灯具の取替を検討する場合は、同一道路条件

におけるHID 照明と同等の照明性能を有するLED 照明について、同一条件でライフ

サイクルコストの算定を行う。HID ランプと LED の場合のコスト算定における条件

などについては、5.2 以降に示す。 
 
LED 道路照明灯具はLED 技術の進展や民生用灯具の急速な普及などにより、ここ

1,2 年で灯具価格の低下や消費電力の低下によりランニングコストの低下が進んでい

るため、LCC 算定において将来的にLED の優位性が高まると考えられる。 
5.2 で行う LCC 試算における LED 照明灯具の価格は、実証実験の応募資料をベー

スにしており、ランニングコストに係る電気料金は平成 23 年 3 月時点のものである

ことから、今後の入札契約時期によっては、LED 照明灯具の価格低下や競争入札にお

ける応札価格の低下などが期待できる。 
 
以上を勘案して、LCC 算定における判断は以下の通りとする。 
ケース①：LED 照明の採用 
ケース③：算定 LCC がほぼ同じで、LED 照明を採用してもデメリットが無く、入

札時点のコスト低下も見込まれるため、LED 照明の採用を前提とした

設計を行う 
ケース②：原則としては HID 照明の採用であるが、LCC コスト差が小さい場合は

発注時点で当該道路条件における LED 照明灯具コストを確認し、LCC
の再計算を行い判断する。HID 照明灯具更新の場合は更新時期の延期な

どを考慮するものとする。 
 
また、消費電力の抑制が社会的要請となっている他、今後の化石燃料の価格動向や

再生可能エネルギーの導入などにより電気料金の上昇が見込まれるため、それらの要

素も含めて消費電力の小さいLED 照明採用の可否を検討するものとする。 
現状では、長期的な LED 灯具コストや電気料金の動向は不確定要素が大きく、定

量的に LCC 算定に取り込むことが困難であるため、本ガイドライン（案）では既存

資料のみで算定を行うものとする。 
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5.2  道路照明における LED と HID のライフサイクルコスト算定 

5.2.1 比較対象 HID ランプの種類 

現在、道路照明に使用されているHID ランプの種類は、以下が一般的である。 

・水銀ランプ（HF） 

・高圧ナトリウムランプ（NHT） 

・（セラミック）メタルハライドランプ 

水銀ランプに関しては発光効率が低く、消費電力が大きいため経済性から高圧ナト

リウムやメタルハライドランプに変更してきており、LED 照明と比較してもLED 照

明の優位性が高い。 
メタルハライドランプに関しては演色性が良く、水銀ランプより変更して使用され

る例もあるが、JIS 化されておらず製造メーカ間で形状やコストに差があり高圧ナト

リウムより若干高コストである。 
高圧ナトリウムランプは一般国道、街路などで最も多くの採用実績があり、JIS 規

格品であり技術的特性、コストも製作メーカで差違がなく、HID ランプの中では総

合的経済性が高い。 

以上から LED 照明とのライフサイクルコスト算定の比較対象は高圧ナトリウムラ

ンプとする。 

 

5.2.2 器具・照明柱の種類 

(1) 照明器具 

デザイン照明灯など個別に設計される特殊な照明器具を除き、一般国道などで使用

される道路照明器具は、「器材仕様書」において標準化されており以下の照明器具が

ある。 

・KSC タイプ 

・KSN タイプ 

・KSH タイプ 

各タイプの照明器具の中で、KSC と KSN タイプはアーム取付形であり、KSH タ

イプはポールヘッド形で照明柱との取付方式が異なる。従前はハイウェイタイプなど

のアーム取付形が主体であったが、近年は高圧ナトリウムランプとの組み合わせで器

具効率も高く、経済性が良い直線型照明柱が適用されており、新設の道路照明灯は直

線型照明柱の採用実績が最も多くなっている。 
以上から LED 照明とのライフサイクルコスト算定の比較対象は、直線型照明柱、

高圧ナトリウムランプと組み合わせて最も多く採用されているポールヘッド型の

KSH タイプとする。 

既存照明柱を利用して照明灯具のみ更新、交換するケースもライフサイクルコスト

算定の対象とする。LED 照明灯具の場合は照明柱への取付方式としてアーム取付形

とポールヘッド形の両方式を規定しており、KSC やKSN タイプの照明器具と交換す

ることも可能であるが、ライフサイクルコスト算定においては最も経済的なKSH タ

イプとの比較を行うものとする。 
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(2) 照明柱 

照明柱は、「照明器材仕様書」において以下のタイプがある。 

・直線型 

・曲線型（長円形） 

・曲線型（折線型） 

照明柱は LED 照明の場合と HID 照明の場合でも比較条件は基本的に同じであり、 

既存照明柱を利用して照明灯具のみ更新交換する場合はコスト算定の対象外となる。 

新設する場合のコスト算定の採用照明柱は、（1）の照明器具においてKSH タイプの

照明器具を対象としているため直線型照明柱を対象とする。 

 

5.2.3 設備規模 

ライフサイクルコスト比較は工事積算基準ベースで行うことを基本とする。工事積

算の場合は照明灯の数量により材料費や労務費が異なり、共通仮設費、現場管理費な

どの諸経費率が変化するため設備規模（照明灯の数）を想定して適切な比較を行う必

要がある。 

LED 照明とHID 照明では、照明灯具の単価が異なり、積算上の諸経費対象が異な

るため設備規模によって積算上のコストが異なるので適切な工事規模を想定して比

較を行うものとする。 

照明工事の発注は国道事務所単位で行っており、一般的には連続照明と交差点、横

断歩道などの局部照明を一括して発注している場合が多い。設備規模としては連続照

明や局部照明を厳密に区分けする必要は無く、工事としての連続照明及び局部照明の

合計照明灯の数によって設備規模別の傾向を推定することができる。 

また、照明柱も含めた新設の場合と、照明灯具のみを取替交換するケースについて

同様の比較を行うものとする。 

 

5.2.4 積算における諸経費の扱い 

土木請負工事工事費積算基準（電気通信編）に準拠して工事費（イニシャルコスト）

を算出するものとする。 

間接費の適用について、LED 照明灯具は共通仮設費の対象外とする。 

 

表 5.1 間接工事費等の項目別対象表 

間接工事費等 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

対象額 

項目 直接工事費 
直接工事費＋共通仮

設費＝純工事費 

純工事費＋現場管理

費＋機器間接費 

＝工事原価 

材料費（HID 器具ﾗﾝﾌﾟ等） ○ ○ ○ 

材料費（LED 照明灯具） × ○ ○ 

○対象とする ×対象としない
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5.2.5  設備費用の算出 

設備費用（イニシャルコスト）の比較に当たっては LED 照明灯具以外の扱いは全て

（HID 器具、安定器、ランプ、照明柱等）現行積算基準に準拠して行う。 

 

 

5.2.6 ランニングコストの算出期間 

ランニングコストの算出期間については、以下を考慮する。 

・HID ランプ照明器具耐用年数：15 年 

・LED：60,000 時間（LED 道路照明灯具技術仕様 15 年相当） 

・LED モジュール制御装置：60,000 時間（LED 道路照明灯具技術仕様 15 年相当） 

以上から本ガイドライン（案）におけるライフサイクルコスト算定期間は 15 年とす

る。 

照明ポールの耐用年数なども含めてさらに長期間のコスト算定期間を設定すること

も考えられるが、その場合にはLED 照明灯具の更新取替が生じるため、更新費用を計

上する必要がある。しかしながら、前述の様に LED 技術の進展や LED 灯具のコスト

低下、電気料金の 15 年後を推定することが困難であるとともに 15 年後にHID ランプ

が継続して生産供給されているかを予測することも困難であり、現時点で算定可能な

15 年を算出期間とする。 

 

 

5.2.7 耐用年数の考え方 

(1) 照明器具の耐用年数 

照明器具の耐用年数は、使用条件（周囲温度・点灯時間・汚損・振動など）によっ

て大きく影響され、一律に規定することが困難であるが、「道路照明器具・テーパー

ポール経年劣化の実態と点検」（平成 11 年 12 月建設電気技術協会）の調査結果によ

れば、アルミダイカスト製KSC 灯具の設計耐用寿命は 15 年としている。 

LED モジュール制御装置の定格寿命を 60,000 時間とし、年間点灯時間を 4,000 時

間で換算すれば耐用年数として 15 年相当となる。 

以上から、照明器具の耐用年数は 15 年とする。 

 

(2)  ナトリウムランプの交換周期 

ナトリウムランプの交換周期の算出には、ランプの定格寿命と、年間当たりの点灯

時間より求める。 

・ナトリウムランプの定格寿命 ： 24,000 時間 
（「道路・トンネル照明器材仕様書」より） 

・年間の点灯時間  ： 4,000 時間 
（（社）日本照明器具工業会「照明経済計算方法」より） 

よって、ナトリウムランプの交換周期は 6 年とする。 
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(3)  安定器の交換周期 

安定器の交換周期の算出には、安定器の寿命を決定する必要がある。 

各種諸基準には以下のような記述がある。 

・JIS C 8110 ： 平均寿命 8～10 年 

・電気用品の技術上の基準を定める省令 ： 絶縁物の限界値 40,000 時間 

（年間点灯時間 4,000 時間とすると 10 年） 

よって、安定器の交換周期は 10 年とする。 

 

5.2.8 電気料金の算定 

(1)  契約種別及び電気料金について 

電気料金は、道路照明に適用される電力会社毎の電気料金により算定すること

とし、各一般電気事業者が約款等で定めている単価を適用して、実際の契約にあ

わせてランニングコストを算定する。 

1) 契約種別 

    「公衆街路灯A」 

    「公衆街路灯B」 

2) 料金区分 

各電気事業者では、公衆街路灯の区分が異なるが契約容量が 50kVA 以下

の場合は、表 5.2 の料金区分になる。 

 

表 5.2 電気事業者別、契約種別及び適用区分 

電気事業者 契約種別 適用 

北海道・東北・東京・北陸・

中部・九州・沖縄電力 
公衆街路灯B 1kVA 以上 50kVA 未満 

関西・中国・四国電力 
公衆街路灯B 1kVA 以上 6kVA 未満 

公衆街路灯C 6kVA 以上 50kVA 未満 

 

3) 料金単価 

該当の電気事業者の単価を採用する。 

4) 契約容量 

   契約容量に用いる容量計算（kVA）は、 

灯数×安定器等の入力電流×電圧とする（0.1kVA 単位で切り上げ）。 

安定器等の入力電流は、HID 照明の場合は安定器の入力電流とし、LED 照

明の場合は、LED モジュール制御装置の最大容量とする。 

5) 電力量 

電力量は、 

年間電力量（kWh）＝ 灯数×安定器等の入力電力×年間点灯時間（4,000 時間） 

なお、年間点灯時間は、（社）日本照明器具工業会「照明経済計算方法」 の

4,000 時間を適用する。 

LED 照明の入力電力は、LED モジュール制御装置の平均入力電力とする。 



 

87 

5.2.9 補修費の算定 

(1) HID 照明の条件 

HID 照明の場合はライフサイクルコスト算定期間中にランプ及び安定器等の取替

交換が発生するため補修費の算定については、各器材の交換費用として、以下を算出

する。 

1) 安定器の交換 

2) ランプの交換（リフト車を計上） 

3) 安定器及びランプの交換の際の交通誘導員は、道路構造、交通状況により交通規

制帯の取り方が異なるため、必要に応じて計上する。 

4) 器具の清掃については、計上しない。 

 

(2) LED 照明の条件 

LED 照明の場合は原則としてライフサイクルコスト算定期間中に器具の交換など

は発生しないが、算定条件として交換が発生する場合は以下による。 

1) 「器具」及び「LED モジュール制御装置」は、材料費（共通仮設費対象外）と

して計上するものとする。 

2) LED 照明のランプ交換は、一般的に LED モジュールが器具と一体であるため、

灯具取替（器具及び LED 部は一体）として計上する。また、一部灯具の機能と

してLED モジュールのみを交換できる機能を有しているが、LED モジュールの

定格寿命を 15 年相当としており、15 年後に同一規格のモジュールが供給される

保証が無いためライフサイクルコスト算定においては考慮しない。 

3) LED モジュール制御装置の交換は、LED モジュールと対で動作するため LED
照明器具と同じサイクルでの交換を前提とする。 

4) 器具の清掃については、計上しない。 

 

 

5.2.10 LCC の算定例 

実証実験に応募のあった LED 照明灯具のうち、設計条件タイプ毎に書類及び実証

実験で性能指標を満たすことが確認された応募照明灯具に関して、ライフサイクルコ

ストの比較試算を行った。 

LCC の比較条件として、電気料金：公衆街路灯B、設備規模：連続照明の新設（40m
スパン）1,000m 規模において設計条件 6 タイプ中 5 タイプ 5 照明灯具種でLED 照明

の LCC が低いケースがあった。同様条件で、灯具のみの更新の場合も 4 タイプ 4 照

明灯具種でLED 照明のLCC の方が低いケースがあった。 

2,000m 規模の公衆街路灯B では同様に新設の場合 3 タイプ 4 照明灯具種、更新の

場合 5 タイプ 6 照明灯具種で LED 照明の LCC が HID 照明の LCC より低い試算と

なった。 
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5.3 トンネル照明におけるライフサイクルコスト算定 

5.3.1 ライフサイクルコスト算定における基本条件 

トンネル照明は、基本照明と入口部照明などがあるが、3.2 トンネル照明設計に記述

されるようにトンネル入口部照明は高光束光源が必要で、現時点ではLED 照明は採用

できないことから、トンネル照明のライフサイクルコストは基本照明とする。 

しかしながら、トンネル照明の場合は、トンネル断面により照明設計が異なり、内

装板等の有無や反射率の設定、建築限界などから照明器具取付位置の制約などがある他、

以下に示すように照明器具光源の種類、設備規模などで照明設計の基本条件として標準

的なケースを示す事が難しい。 

実際のトンネル照明の設計においては、各トンネル毎の具体的設計条件を反映して

個別トンネル毎に器具配置や採用光源を検討して最も経済的な設計を行っている。 

トンネル照明におけるLED 照明の採用に関しても、具体的設計条件より比較検討す

る必要があり、本ガイドライン（案）においては、LED 照明ライフサイクルコスト算

定における基本的考え方を示し、具体的には他の光源の照明器具との比較を行った上で、

個々に採用の判断を行うものとする。 

 

 

5.3.2 LED 照明と比較するランプの種類 

トンネル照明器具は「器材仕様書」において標準化されているが、JIS 規格化されて

いるのは蛍光ランプ、低圧ナトリウムランプ及び高圧ナトリウムランプである。しかし

ながらトンネル照明設計においては個別トンネル毎に経済性を比較して適用光源を選

定しており、近年は器材仕様書で規定されていないセラミックメタルハライドランプや

無電極ランプなどの採用が増加している。 

セラミックメタルハライドランプや無電極ランプは JIS 等で規格化されておらず、製

造メーカ間でランプ口金や安定器等の互換性が無く、供給メーカが限定されている。 

このため、採用実態を踏まえて比較対象ランプを選定するものとするが、比較する照

明器具の代表的特性を設定するためには、比較時点の性能などの調査が必要である。 

本ガイドライン（案）において基本照明のコストを比較する対象のランプは、最近の

トンネル照明で採用実績の多い以下とする。 

・蛍光ランプ 

・高圧ナトリウムランプ 

 

対象ランプによって、定格光束や器具効率が異なっている。基本部照明の設計におい

ては、灯具の取付間隔によって照明性能指標の評価が左右されるため、代表的器具例

に応じた照明設計を行い取付間隔を決める必要がある。交通量の少ないトンネルなど

では、基本照明の中央配列を検討する場合もあるが、照明灯具等交換のための工事規

制等、交通確保などを考慮した上で比較対象とすることも可能とする。 
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5.3.3 設備規模 

設備規模は、ライフサイクルコスト算定における諸経費率に影響し、トンネル照明

の場合は、基本照明以外に入口部・出口部照明、配電盤（調光装置含む）、配線などが

一括して発注されるため基本照明以外の工事量も多く、更に入口部照明などは設計速度

の他に、野外輝度の設定によっても設計が変化し、トンネル延長によって全体工事量に

対する基本照明の工事比率が変化する。 

従って、ライフサイクルコスト算定においてトンネル照明工事のうち基本照明のみ

のライフサイクルコストの比較を行うために標準的モデル工事を設定することは困難

であり、実際のトンネル照明工事の設備規模毎に、5.3.2 のランプ及び LED の場合に

ついて基本照明のライフサイクルコスト算定を行うのが望ましい。 

 

 

5.3.4 設備費用の算出 

設備費用（イニシャルコスト）のコスト比較に当たっては、積算における諸経費の扱

いは道路照明と同様に 5.2.4、5.2.5 によるものとし、LED 照明灯具以外の扱い以外は

全て（HID 器具、安定器、ランプ、配線等）現行積算基準に準拠して行う。 

 

 

5.3.5 ランニングコストの算出期間 

ランニングコストの算出期間としては、照明器具の耐用年数を考慮するが、トンネル

照明の場合は設置環境によって劣化状況等に影響を受ける。漏水や塩分、排気ガスなど

により器具の劣化が進むと考えられるため、トンネルの状況に応じて適切な期間を設定

するものとする。 

 

 

5.3.6 電気料金の算定 

電気料金は、各一般電気事業者が約款等で定めている単価を適用して、実際の契約

状況に準じてランニングコストを算定する。 

トンネル照明の場合は、短いトンネルで入口部、出口部照明が無く、契約種別が低

圧電力の公衆街路灯契約となっている場合、中規模トンネルなどで他のトンネル付帯設

備（トンネル非常警報、換気設備）と合わせて高圧受電としている場合、長大トンネル

で付帯設備等が大きく特別高圧受電の場合があり、電力料金の単価が異なっているため、

個別のトンネルに応じた電気料金により比較するものとする。 

 
トンネル照明の場合はトンネル断面により照明設計が異なり、建築限界などから照

明器具取付位置の制約などがある他、照明器具光源の種類、設備規模などで照明設計の

基本条件として標準的なケースを設定する事が難しいため、LCC として明確な比較は

できなかったが、ガイドラインの改定時に整理することとしたい。 
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６．LED 道路・トンネル照明工事における性能等の確保について 
LED 道路･トンネル照明工事の実施にあたって公平性、透明性、競争性の高い入札･

契約手続きを円滑に行うとともに、前章までに規定した技術的性能の確保を図る必要が

ある。具体的には、技術仕様、特記仕様書等の記載及び競争参加資格における応札者の

審査（技術資料）項目等を適切に設定する必要があるため、以下の項目の記載を求める

場合がある。 

なお、特記仕様書を含めた発注図書は、個別の工事において示されるものである。 

 

 

6.1 特記仕様書等における構成及び記載項目の例 

6.1.1 構成 

発注図書は一般的に以下の資料で構成される。 

①特記仕様書、施工図面、入札説明書 

②LED 道路・トンネル照明灯具技術仕様書（案） 

 

②の LED 道路・トンネル照明灯具技術仕様書（案）については、本ガイドライン

（案）「4.1 LED 道路照明器具」、「4.2 道路照明用 LED モジュール・LED モジュール制

御装置」、「4.3 LED トンネル照明器具」及び「4.4 トンネル照明用 LED モジュール・LED
モジュール制御装置」を灯具の技術仕様書として使用する。 

 

 

6.1.2 特記仕様書等の記載項目の例 

特記仕様書等の記載項目として、表 6.1 の構成を一般的な例として示す。表 6.1 の

記載項目の例のうち、「設置基準・同解説」及び技術仕様書で規定される項目であれば、

特記仕様書等の記載を省略することが可能である。 

なお、通常の道路・トンネル照明工事では照明灯設置箇所毎の照明灯規格として照

明器具タイプとランプ出力の記載で目的物を規定している場合が多いが LED 道路照

明工事の場合は、平均路面輝度や交差点内の平均路面照度などの性能規定となるため

留意が必要であり、施工現場が複数となる場合はそれぞれに性能規定を明確に記載す

る必要がある。また、「設置基準・同解説」において推奨事項となっている項目につい

ては必要に応じて特記仕様書に記載する。表 6.2 の確認項目は、必要に応じて特記仕

様書に規定する。 

その他、表 6.1 に記載が無い個別の工事内容等については、一般的な道路・トンネ

ル照明工事と同様の記載とする。 

 

 

6.1.3 入札説明書の記載項目の例  

 入札説明書においては、必要に応じて表 6.2 に示す資料に記載した道路照明の性能

を確認する。 
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表 6.1 特記仕様書等の記載項目の例 

項目 記載内容の例 

遵守事項 

・LED道路・トンネル照明灯具技術仕様書（案） 

・道路照明施設設置基準・同解説 
・道路・トンネル照明器材仕様書 
・電気通信施設設計要領（電気編） 
・電気通信設備工事共通仕様書 
・電気通信設備施工管理の手引き 
・土木請負工事必携 
・電気設備に関する技術基準を定める省令 
・その他関係法令規則等 

平均路面輝度／平均路面照度 
（車道／歩道毎） 

1)連続照明の場合の記載 
・平均路面輝度（車道）   ○○cd/m2以上 

2)交差点照明の場合の記載 
・平均路面照度（交差点） ○○lx以上 

総合輝度均斉度／照度均斉度 
（車道／歩道毎） 

0.4 以上 

車線軸均斉度 
（車線毎） 

0.5 以上 

相対閾値増加 

（車線毎） 
15%以下 

歩道平均路面照度 

（歩道毎） 
5lx 以上 

歩道照度均斉度 

（歩道毎） 
0.2 以上 

舗装の種類 アスファルト（又はコンクリート） 

LED モジュール制御装置の定

格入力電圧 
AC200V 

提出図書 

(1)監督職員の確認を必要とする図書 

 1)器材の仕様に関する図書 

2)特記仕様書及び図面の設計条件に基づく照明設計資料 

・光度値（水平角 0～360°、鉛直角 0～90°の光度値を 1°又は 

5°刻みに記入した表） 

・光度値から各項目の計算式及び計算結果 

・輝度分布図 

・照度分布図 

・定格光束 

・LED道路照明灯具の照明率表 

（0.01 刻み。光度値表から灯具前面（車道側）3W/H～灯具背面 

（歩道側）2W/H 間の照明率データ） 
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・照明灯設置図 

3)施工図 

(2)監督職員の確認を必要としない図書 

 （※通常の道路照明工事と同じ） 

性能の確認等 

LED 道路照明灯具の性能等の確認は、次の各号のとおり行うものとし、

その確認結果については整理して記載することが求められる。 
(1)LED道路照明灯具等の仕様に関する確認 

LED 道路照明灯具等については、使用する器材が、本特記仕様書及び

LED 道路・トンネル照明灯具技術仕様書（案）に規定された品質基準を満

足することが求められる 
なお、主な確認項目は、表6.2 のとおりとする。 

(2)工事材料の品質及び検査等 
LED 道路照明灯具等については、発注者の確認を受けたものを使用する。

(3)設置完了時の性能に関する確認 
LED 道路照明の光学性能については、「道路照明施設設置基準・同解説」

8-2 性能の確認により実施するものとし、現地の状況から測定が困難と判断

される場合についても、部分的な測定により、出来る限り性能を確認する。

なお、性能についての主な確認項目は、表 6.2のとおりとする。 

器材配置 

器材の配置は、添付図面によるほか次のとおりとする。なお、詳細につい

ては、施工図等の提出により監督職員の確認を得るものとする。 

(1) 国道○号 ○○バイパス ポール・基礎は新設 

(2) 国道○号 ××道路   ポール・基礎は既設流用 

(3) 国道○号 □□交差点  ポール・基礎は既設流用 

(4) 国道○号 △△交差点  ポール・基礎は既設流用 

かし担保 

LED 道路照明灯具のかし担保は、契約書第 44条によるものの他、次のと

おりとする。 

・受注者は、LED 照明灯具が引き渡し後 2 年以内に、特記仕様書に基づき

受注者が提出した照明設計資料による光学性能を満足しなくなった場合は

修補を行わなければならない。 

平面図 

1)連続照明の場合 
車線数、歩道の有無、幅員、対象延長が明確に分かる平面図を添付する。

2)交差点照明の場合 
交差する車線数、幅員、交差点の対象範囲が明確に分かる平面図を添付する。

3)横断歩道の場合 
車線数、幅員が明確に分かる平面図を添付する。 

※更新の場合には、既設照明灯の位置、ポールの仕様(高さ、直線/長円)を明

示する。 

LED 道路照明灯具の数量表 LED 道路照明灯具 ○タイプ ○台 
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表 6.2 LED 道路照明器具等の構造及び性能の入札説明書における確認項目の例 

凡例）  ○道路照明の性能に関する確認（書類確認） 
●設置完了時の性能に関する確認（実測） 
△器材の仕様に関する確認（書類確認） 
▲照度測定結果により計算 

（部分的な測定しか出来ない場合は省略） 
本ガイドライ

ンにおける 

項目番号等 

項目 基準 

確認時期・提出資料 

競争参加

段階 
提出資料 

施工確認

段階 

 

平均路面輝度 

／平均路面照度 

 

（連続照明区間 

／交差点毎） 

1)連続照明の場合の記載 

・平均路面輝度（車道）  

○○cd/m2以上

     （路面：アスファルト舗装）

2)交差点照明の場合の記載 

・平均路面照度（交差点）  

○○lx以上

     （路面：アスファルト舗装）

○ 

※1 

・光度値（水平角0～360°、鉛

直角0～90°の光度値を1°又

は5°刻みに記入した表） 

・光度値から各項目の計算式及

び計算結果 

・輝度分布図 

・照度分布図 

・定格光束 

・LED道路照明灯具の照明率表 

（0.01刻み。光度値表から灯具 

前面（車道側）3W/H～灯具背

面（歩道側）2W/H間の照明率

データ） 

・照明灯配置図 

● 

△ 

 

総合輝度均斉度 

／照度均斉度 

（連続照明区間 

／交差点毎） 

0.4以上 ○ 
▲ 

△ 

 

車線軸均斉度 

（車線毎） 
0.5以上 ○ △ 

 

相対閾値増加 

（車線毎） 
15%以下 ○ △ 

 

歩道平均路面照度 

（歩道毎） 

5lx以上 
○ 

● 

△ 

 

歩道照度均斉度 

（歩道毎） 
0.2以上 ○ 

▲ 

△ 

  

LEDモジュール 

制御装置の総皮相

電力 

技術提案値  
制御装置の試験成績書（入力電

圧、入力電流）及び照明灯数 

●  

△ 

4.1.4(1)1) 
器具の形状寸法 

及び質量 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 

製品図面 

及び製品仕様書等 
△ 

4.1.4(1)3) 
塵埃、固形物及び

水気の侵入に対す

る保護 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.1.4(2)1) 本体 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 

 

 製品図面 △ 

※歩道があり、そ

の光学性能を

要求する場合 
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4.1.4(2)2) ガラスカバー 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 

製品図面 

及び試験成績書 
△ 

4.1.5(1) 上方光束比 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.1.5(2) 絶縁抵抗 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.1.5(3) 耐電圧 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.1.5(5) 耐熱衝撃 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.1.5(6) 耐振動性 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.2.3 
LEDモジュール 

の性能 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.2.4 
LEDモジュール 

の寿命 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
○ 

※2（①～③のいずれか） 

①JIS C 8155での寿命試験デ

ータ 

②IES LM80に準拠した光束維

持率曲線 

③温度加速度試験結果からアレ

ニウスプロットによる仕様温度

による寿命推定値 

・ケース温度 

・ジャンクション温度 

・温度管理・実測データ 

・LEDの寿命 

△  

4.2.5(5) 諸特性 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.2.5.(6) 耐湿性及び絶縁性 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.2.5(7) 雑音特性 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.2.5(8) 高調波電流 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 試験成績書 △ 

4.2.5(9) 耐雷サージ 
LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
 製作図又は製作仕様書等 △ 

4.2.5(10) 初期光束補正機能 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 

 

 製作図又は製作仕様書等 △ 
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4.2.6 
LEDモジュール 

制御装置の寿命 

LED道路・トンネル照明灯具技術仕様

書（案）参照 
○ 

※3（①～③のいずれか） 

①温度加速度試験結果からアレ

ニウスプロットによる仕様温度

による寿命推定値 

②使用する主要部品の最大温度

ディレーティング率等から算定

される寿命推定値 

③LEDモジュール制御装置の

製造者が規定する方法で算定し

た寿命推定値を、実装状態にて

周囲温度条件により換算した値 

△ 

 


